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国立大学法人東京工業大学は 2024年10月に 国立大学法人東京医科歯科大学と統合し、
1 法人 1 大学の「東京科学大学」となります。

東京工業大学として最後の統合報告書となる本書では、そのあゆみを振り返りつつ、
本学が未来に向けて飛躍する姿を示します。

両大学の尖った
研究をさらに推進

部局等を超えて
連携協働し

｢コンバージェンス・
サイエンス｣

を展開

総合知に基づき
未来を切り拓く
高度専門人材を

輩出

イノベーションを
生み出す多様性、
包摂性、公平性を

持つ文化

東工大のあゆみと
飛躍への期待

大学統合が描く未来

卓越した研究力 ･ 研究体制

DE ＆ I

充実した教育環境

先駆的ガバナンスと
ファイナンス

東京科学大学の目指す姿
学長メッセージ ･対談
　未来への ｢飛躍｣　－東工大から科学大へー 3

　対談　益一哉学長（東工大）× 田中雄二郎学長（医科歯科大） 　 5

大学の原点　
　科学大へとつながる東工大のあゆみ 9

大学の戦略
　東工大の未来を描く大学経営改革と将来 11

　財務基盤強化による未来への投資 −キャンパス・イノベーションエコシステム構想の実現へ− 13

　｢共創｣ 戦略 15

　教育改革のその先へ −本学の教育はさらに進化します− 17

　東工大が目指す DE&I とは 21

　自由でフラットな大学で進む DE&I と教職協働 25

トピックス
　文理共創で創るコンバージェンス・サイエンス 27

　基金により拡がる好循環 31

　医工連携が描く未来 33

　イノベーションを生み出す産学連携のあり方 35

　数値で見る東京科学大学 39

部局のビジョン 41

東工大のガバナンス体制 44

財務ハイライト 45

P 3-4

P 3-4

P 3-4

P 3-4

P 3-4

P 3-4

P 13-14P 13-14

P 13-14

P 15-16

P 15-16

P 15-16

P 27-30P 27-30

P 27-30

P 27-30

P 45-50

P 5-8 P 5-8P 5-8

P 5-8

P 17-20P 17-20

P 17-20P 17-20

P 31-32

P 31-32

P 31-32

P 33-34

P 33-34 P 33-34

P 33-34

P 9 -10

P 9 -10 P 9 -10 P 9 -10

P 21-24

P 21-24

P 41-43

P 41-43P 41-43

P 39 -40

P 39 -40P 39 -40P 39 -40

P 39 -40 P 39 -40

P 35-38

P 35-38 P 35-38

P 35-38

P 11-12P 11-12

P 11-12

P 25-26

P 25-26 P 25-26

P 44

1 2



学長メッセージ・対談

　本統合報告書のテーマは「飛躍」です。東京工
業大学は東京医科歯科大学と統合し、2024 年
10 月に｢東京科学大学｣として生まれ変わり、未
来へ「飛躍」します。両大学は理工学、医歯学の
それぞれの分野で世界最先端の教育研究機関と
して実績をあげてきました。ともに指定国立大
学法人同士の 1 法人 1 大学への統合は他に類
を見ない大きなチャレンジです。
　変化し続ける社会の中で、大学の役割について
私たちは常に見直し、考えてきました。理工学分
野が日本の成長を支えてきたという自負はありま
すが、本当にその殻の中だけで将来を考えて良い
のか、学術分野の分化・尖鋭化が進んだ現在、
世界規模の課題解決に向けてこれまでの枠組み
を再定義することによってさらに貢献できるので
はないか、と真剣に議論を重ねてきました。本学
は科学技術による真理の追究と新たな産業の創
出をミッションとしています。その実現に向けて、
分野を超えた科学の統合により理工学を再定義
することで科学技術の進歩を促進し、脱炭素社
会、スマート社会、持続可能な成長社会、人々が
ウェルビーイングを感じられる社会の創出を目指
したいと考えるに至りました。これが大学統合を
決断した背景です。
　新大学の目指す姿として、多様な科学の収斂

（しゅうれん）により獲得できる総合知の｢コン
バージェンス・サイエンス｣の推進を掲げていま
す。新たなサイエンスにより、目の前にある社会
課題の解決のみならず、まだ見ぬ課題の発見と解

決をも可能とし、これまでの延長線上にない、非
連続な未来への飛躍を目指していきたいと考えて
います。
　統合に向けての議論を重ねていく中でダイバー
シティ・エクイティ &インクルージョン（DE&I）の
重要性をあらためて認識しています。異なる環境、
背景、価値観を持つメンバーと一緒に新大学を
創っていくためにも、多様性を包摂し同じ目標に向
かう覚悟を持ち、大きな決断に直面する日 で々す。
　ここで、本学自身が DE&I をさらに推進するた
めの最近の取り組みをご紹介します。教員公募
において 2022 年度から全学規模で女性教員枠
を新設し、継続的に女性教員を採用しています。
また、学士課程の総合型 ･ 学校推薦型入試に
ポジティブアクションとして女子枠を導入するこ
とを決定し、2024 年度入試では 58 人、2025
年度入試では 143人を上限として募集します。
143人は1学年の募集人員の約 13% に相当す
る数です。
　DE&I 推進のための環境整備も加速させてい
ます。女性専用休養室・パウダールームの増設
･ 新設、多目的トイレなどバリアフリー設備の拡
充、外国人活躍支援活動の充実、ハラル／ベジタ
リアン推奨メニューを提供する新食堂つばめテラ
スのオープンなどに加え、学内の意識改革や継続
的な DE&I 推進に取り組んでいます。
　次に、特筆すべき最近の活動として、研究成果
の社会実装をご紹介します。2019年設立のオー
プンイノベーション機構が本学の産業界との協

調と新たな科学技術への挑戦に重要な役割を果
たしています。教員を窓口とする小型の産学連
携ではなく、本学と企業という包括的な産学連携
の仕組みである協働研究拠点の数も既に 20 に
達しました。参加する企業同士が本学で新たな
ネットワークを創り出すという動きも出てきてい
ます。
　新産業を創出するスタートアップ支援につい
ては「世界を変える大学発スタートアップを育て
る」をビジョンに 2022 年 4 月 にイノベーション
デザイン機構が設立されました。本学の研究成
果を活用したスタートアップの 1 社に、世界で初
めて触覚（力覚）を検知できる手術支援ロボット

「Saroa」が PMDA※ 1 の承 認を受け 2023 年
7 月に臨床応用した｢リバーフィールド株式会社｣
があります。東工大発であり医科歯科大発でも
ある同社が大学統合に先立って成果を挙げつつ
あるのは、東京科学大学の未来を照らす光にな
ると期待しています。一方、最新 AI 技術の活用
で｢声｣を表現力豊かな｢フォント｣に変換する技
術がマスメディアで何度も紹介された株式会社
CoeFont は現役東工大生の起業です。今後、本
学学生によるスタートアップが多数生まれる教育
環境や研究環境の整備を進めていきます。
　教育面においては 2016 年に実施した教育改
革により、大学院講義の英語化、早期に研究活動
の開始を希望する学生に向けた B2Dスキーム※ 2、
より広い学修を希望する学生に応えるため他分
野の科目を履修できる広域学修制度などの学修

環境を整備しました。約 3 年続いたコロナ禍で
は、オンラインでの授業を活用し、学生達の学修
機会を守ることを最重要視してきました。ようやく
平常なキャンパスライフが戻ってきた中、コロナ禍
で得られたものと失ったものを精査し、今後の教
育の高度化に生かしていきたいと考えています。
　さまざまな改革にはしっかりとした財政基盤
が不可欠です。田町キャンパスの再開発により、
2026年から75年間、毎年 45億円の地代収入
が見込まれています。それを原資に、2022 年
12月に 300億円の大学債「つばめ債」を発行し
ました。教育、研究へのさらなる投資に加え、大
学インフラのありたい姿を描き、理想的な大学未
来図の具現化へとつなげます。
　学長就任後、学生・教員・職員が持つ共通の
価値観として、｢多様性と寛容｣、｢協調と挑戦｣、｢
決断と実行｣の 3 つからなる｢東工大コミットメン
ト2018｣を策定しました。さまざまな施策をこの
コミットメントに基づいて実践してきましたが、な
んといっても、教職員・学生と保護者・卒業生な
どが一体となった｢Team 東工大｣の結束が大き
な支えになりました。
　本報告書は東京工業大学として最後の統合報
告書になります。これまで賜りましたご支援に対
してあらためて感謝申し上げるとともに、大学統
合によりさらなる飛躍を遂げる東京科学大学に
も引き続きご支援、ご鞭撻を賜りますよう、心より
お願い申し上げます。

未来への｢飛躍｣ ――東工大から科学大へ――

※1　PMDA：独立行政法人 医薬品医療機器総合機構の略称。

※2　B2Dスキーム：学士課程2年次から研究を開始し、博士取得／進学を目指す制度

東京工業大学長
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――東工大が医科歯科大と統合し、2024 年
10 月に東京科学大学となることが決まりま
した。統合に向けたこれまでの歩みは長かっ
たですか。
田中　やはり長かったかな。色々ありました
からね。
益　うーん、長いような短いような。どちらと
も言えますね。
―― 想定通りには進んできたのでしょうか。
益　調整が大変な部分もあるけれど難航した
とまでは言えないでしょう。
田中　予想外のことも起きましたからね。
益　そのような中、教員・事務職員・非常勤ほ

東京科学大学の開学まで１年を切りました。ここまでの歩みをどう振り返るのか、また今後の大学運営を
どう考えるのか。東京工業大学の益一哉学長が東京医科歯科大学の田中雄二郎学長と語り合います。

――統合が決まった後、在校生 ･ 卒業生 ･ 教職
員など、関係者から言われた言葉で印象に残る
ものを教えてください。
益　教職員からは、学長が覚悟を示せと後押し
されましたね。統合したいならついて行くか
ら、先頭に立って世の中に向けて発信してほし
いと。それはもう「はい！」って二つ返事です。
田中　特定の言葉より「絶対反対」とは言われ
なかったことが印象に残っています。ちょっ
と予想外ではありました。
益　それは、東工大も同じですね。「絶対反対」
は案外言われていません。
―― それはなぜですか。
田中　一つは、今のままでは飛躍的な発展が見
込めないからでしょう。立場は違えども多く
の方が感じていたはずです。もう一つは、社会
的正義にかなっているから、ですかね。
益　東工大からみれば、医学や歯学がミッシン
グパーツではないか、と多くの関係者が受け止
めていた面もあるかと思います。
―― 医科歯科大にとっても、似たような感覚は
ありますか。
田中　ありますね。しかも、理工系の大学と組
むなら東工大しかない、と。
―― 同窓生の方々とのつながりについては、ど
うお考えですか。
益　同窓生コミュニティーは、大学全体が発展
し、社会の中に変革をもたらすためにも絶対必要
な存在です。大学としては、同窓生の皆様に対し
て可能な限り多くの接点をつくり、自らの活動を
発信していく必要があります。同窓生の皆様に味
方に付いて頂くと寄附にもつながりますからね。
田中　両大学の卒業生は東京科学大の図書館
を利用できたり病院を受診できたりするのは

か多くの Team 東工大メンバーによる理解と
献身的な支えがあってこそ、ここまで進められ
ました。本統合に関してご協力頂いている皆
様にあらためて感謝したいと思います。
―― 統合まで１年を切っています。開学まで
の時間は足りていますか。
田中　足りる足りないではなく、間に合わせな
いといけませんよね。合意できることは合意
して、どうしても合意し切れないなら、暫定的
な合意であっても、開学までの間に決めてい
く。そうせざるを得ませんよ。
益　最善を尽くして、最後の最後は割り切る。
勇気をもって決断することが大事です。

どうでしょう。名称が変わると卒業生は母校
に行きにくくなりますから、統合後も身近に感
じてもらう仕組みをつくりたいですよね。実
現するのは簡単ではないですが、卒業生である
ことを示すカードなどを発行して、それを使っ
て大学の施設を利用できたり大学への寄附に
使えるとかね。
益　なるほど。それは、いいかもしれませんね。
―― 話題を転じて、東京科学大の未来についてお
聞きしていきます。コロナ禍や環境問題など、社
会には問題が山積みです。それらの解決に貢献
するために、在校生 ･ 卒業生 ･ 教職員はどんな視
点でどう行動すべきでしょうか。
益　コロナ禍への対応には非常に大きな悔い
が残っています。東工大では学生の研究や学
びを維持しようと必死で対応しましたが、今
振り返ると守りの姿勢が強すぎた。「早くコロ
ナ禍が終わってほしい。それまでは何とかす
るから」と願い続けてきましたが、それが良く
なかった。結果として、世界から大きな遅れを
取ってしまった。

　世界はこの間、カーボンニュートラルの実現
に向け、研究開発に思い切った投資をしていま
す。国内でも投資の機運はありましたが、私は

益一哉学長 ( 東工大 ) × 　 田中雄二郎学長 ( 医科歯科大 )対談

田中 雄二郎
東京医科歯科大学 学長

益 一哉
東京工業大学 学長
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大学経営の立場でそこまで踏み切れなかった。
コロナ禍に対して、科学技術創成研究院の脱コ
ロナ禍研究プロジェクトなど研究支援にも取
り組みましたが、大学としてもっとできること
があったかもしれません。
　でもね、医科歯科大は違った。コロナ禍の間、
病院として最も多くの重症患者を受け入れる
など、攻めの姿勢を貫いていました。そうした
医科歯科大と一緒になったら、次の社会不安が
訪れた時でも積極的に日本の役に立てる大学
になると感じました。
――統合することで攻めの姿勢に転じられる、
ということですね。
益　そうです。次に何か大きな社会問題が目の
前に現れても攻めの気持ちさえ持てれば、そう
した問題に向き合うことができるはずです。
田中　東京科学大は社会的課題に取り組める
大学であることが求められていると思ってい
ます。次にまた新たなパンデミックが起こる
かもしれないし、地球温暖化でとんでもないこ

挙げられます。ただよく言われるように、理系
志望の女性は決して多くありません。女子学
生を今後どう増やしていきますか。
益　やはり小中学生の頃から、社会に貢献する
ためには幅広い勉強が欠かせないということ
を伝えていくしかありません。また、女性は数
学が苦手であるなどのアンコンシャスバイア
ス（無意識の思い込み）を持たせないことも必要
です。それには大人が自らのアンコンシャス
バイアスを見つめ直すことがとても重要です。
田中　理科好きの女子も結構多いですから、小
中学生向けのオープンキャンパスを開いて科学
の面白さを伝えていくのも一つの手ですね。
益　小中学生の保護者の方々に理系の面白さ
を伝える必要もあるかな。東工大では同窓会
有志が出前の理科教室を開いていますが、そこ
にもっと若手研究者や女性教員にロールモデ
ルとして参画してもらい、本学のメッセージが
伝わるようにすると良いですね。
――財政基盤の確立に向けた取り組みについ
てですが、収入確保の手段は資産運用や国内外
の民間企業・海外投資家との連携などがあり
ます。財政基盤の確立に向けてどんな取り組
みを進めていきますか。
田中　海外からの投資をもっと強化したいで
す。大学に直接投資するのは難しそうなので、
大学発ベンチャーに投資してもらうのが一つ
の手です。そういう投資を誘い込む仕組みを、
大学側で構築していく必要があります。国際
卓越研究大学の認定を目指すというのも、財政
基盤の確立に向けた取り組みの一つです。
益　私達がもっと意識する必要があるのは、
資金の循環です。まずは収益をどう上げるか、
次にその収益を教育 ･ 研究 ･ 医療などの各事
業にどう配分していくのか。その起点は産学
連携です。これまで以上に徹底的に取り組ま
ないとなりません。

とが起こるかもしれない。そんな時、東京科学
大として何ができるのかと知恵を絞ることが
不可欠です。工学系ではこう、理学系ではこ
う、医学系はこう、と学内それぞれの立場で一
つの方向に向かえば、すごく大きな力となり、
国民の皆さんに大きく貢献できるはずです。
――工学系から医学系までそろうこともあり、
東京科学大は理系の頂点に立つ優秀な大学と
いう印象を持たれるでしょう。半面、文系領域
の問題には対応できないのではないか、という
見方もされそうですが、そういった世間の捉え
られ方についてはどうお考えですか。
田中　｢頂点｣という意味合いが周りを見下す
というものであれば不本意ですが、日本を背負
うという意味であれば本意です。自分たちが
日本の科学を背負って行くという意識が、教
職員にも未来にリーダーとなる学生にも生ま
れてほしい。今は経営者や政治家にも社会問
題に対する理系のアプローチが求められる時
代です。東京科学大から経済や政治の世界を
引っ張る人材も輩出していきたいですね。
益　同感です。社会に対してどう貢献してい
るのか、どんな人材が輩出され、どんな領域で
活躍しているのか。そういう観点で評価され
た上での「頂点」なら、本望です。しかし、偏差
値の序列で｢頂点｣と言うのであれば、それは勘
弁してほしい。
　文系領域の問題への対応について疑問視さ
れる方には、東工大のリベラルアーツ教育への
取り組みを知ってほしいですね。学内では、発
信力の非常に高い 60 ～ 70 人の教員が、その
教育を担っており、ここはもっと自信を持って
いいと思っています。それらを東京科学大で
受け継いだ上で、さらに社会に発信していく必
要がありますね。
―― 東京科学大のブランディングにおける重
要な視点の一つとして、女性リーダーの輩出が

――最後に2050 年頃には、どんな大学に成長
しているとお考えですか。両学長が描く夢を
聞かせてください。
田中　東京科学大は科学の進化と人々の幸福
を探求する大学を目指します。そのイメージ
が定着すれば、世の中から信頼され、期待され
る大学になっていると確信します。
益　対面の講義とオンラインの講義が並存す
る大学になり、世界中から学生が集まるように
なる。そうすると、東京科学大学が世界全体に
インパクトを与え得る存在になれる。そのイ
ンパクトというのは幸福感ではないでしょう
か。今は誰もが、世の中を良くしたい、人々を幸
せにしたい、と願っていると思います。学生や
教職員が「この世界に生きていて良かった」と
幸福感を抱き、それを世界に発信する大学にし
ていきたいですね。
――社会にとっても大学関係者にとっても「幸
せ」であることが大事ですね。本日はどうもあ
りがとうございました。
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両大学長の合意の下に精力的に取り進められた東京工業大学と東京医科歯
科大学の統合による東京科学大学の創設が最終段階に入り、社会に必須な
医工分野が将来にわたって大きく推進されると期待されます。理工系におけ
る女子学生枠の実施も意義深い。世界に先駆けて開拓したフェライトや光
通信のように、エネルギーやライフサイエンスも含めた次世代の科学技術を
担うことが必須です。半世紀先を議論する視点をそなえ、社会の行方を考え
る学生を輩出する大学であって欲しいと思います。

末松安晴　就任期間 1989 -1993

歴代学長に聞く東工大への思いと東京科学大への期待

伊賀健一　就任期間 2007 - 2012

相澤益男　就任期間 2001- 2007 三島良直　就任期間 2012 - 2018

｢ものつくり｣というミッションを学生 ･ 教職員 ･ 同窓会が共有し、『大学力』
を有する素晴らしい大学を目指しました。図書館、東工大蔵前会館、グリー
ンヒルズ、J2 棟などの建設、グラウンド人工芝化、田町 CIC買取、スパコン
TSUBAME の更新、男女共同参画、リベラルアーツセンターなど環境整備を
進めました。130周年事業では東工大基金を創設し、50億円の支援をいた
だきました。歴史を土台にした品格ある『大学力』を創出し、世界に冠たる東
京科学大学となることを期待します。

学長就任前の生命理工学部創設や｢世界最高の理工系総合大学｣のコンセ
プトの作成に始まり、世界文明センター設置、大岡山ウッドデッキ創設、すず
かけ台用地買収、研究戦略室による 21世紀 COEプログラムの多数獲得な
ど環境整備も含む大学改革を進め、国立大学法人化を達成しました。これ
らは、生命理工学院、リベラルアーツ研究教育院、研究・産学連携本部に引
き継がれ、理工系総合大学の佇まいになっています。グローバルでダイバーシ
ティ豊かな東京科学大学の躍進を期待します。

理工系でのリベラルアーツ教育の重要さも含めて、一流の教育を受けられる
大学だと認識されることは優秀な国内外の学生を獲得することに不可欠で
す。また、社会が変革し女性が社会の重要なポストを占める機会が増えてい
く中で、大学が進める女性教員枠や女子学生枠に強く賛成します。今回の大
学統合は医学 ･ 歯学の領域との異分野融合によって、大学が世界を舞台に
活躍する可能性を得たという意味で、大変有意義だと思います。

東京職工学校設立 ゴッドフリード ･ ワグネル、
手嶋精一らによる貢献

東京高等工業学校へ改称

関東大震災後に
大岡山キャンパスへ移転

加藤与五郎 ･ 武井武 フェライトを発明

古賀逸策 温度無依存の
水晶振動子を発明

和田小六による戦後の
大学改革

国立大学法人
東京工業大学設置

スーパーコンピュータ
TSUBAME の導入を開始

指定国立大学法人に指定

東京医科歯科大学との統合で東京科学大学へ

学部と大学院を統一した
｢学院｣ を設置

大隈良典 ノーベル生理学
･ 医学賞受賞

伊賀健一 面発光レーザ
(VCSEL) の発明

高柳健次郎 世界で初めて
映像の伝送とブラウン管での再生

東京工業大学（旧制）へ昇格

国立学校設置法公布により国立東京工業大学新設

大学院を設置

すずかけ台キャンパス開設

白川英樹 ノーベル化学賞受賞

科学大へとつながる　東工大のあゆみ
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新大学は産業界を含めた社会の
成長に貢献する

理工学・医歯学の再定義に基づく
既存学問分野の変革と新学術領域の創生
（コンバージェンス・サイエンス）

納税

人々

新興ビジネス

産業界 篤志家

学知と人財

寄附金

ハイ・リターン

学生・OB
授業料
寄附金等

研究経費・
連携経費等

交付金
プロジェクト経費等

好奇心を満たす学知と
社会で活躍できる人財

社会の成長に貢献した結果として
大学への投資を促す

エンダウメント運用

国家

大学独自収益事業

●人々の希望に基づいた社会を物心両面で豊かにする、総合知を持った
人財を育成
●人文・社会科学を含め、長期的視野に立った新たな学問分野や若手研
究者への投資を行う新しい仕組みを導入

オフキャンパス基盤研究所
（仮称）

●我が国の製造業の国際競争力
を高めることによって社会を
豊かにし、同時に大学へのリ
ターンを期待

●適切な情報管理のもとで研究
を実施する仕組みを構築し、
そのための経費を企業等に負
担願う

世界トップレベル
リサーチ・ホスピタル

●国際水準のClinician Scientist
の育成

●感染症パンデミックなどの災害
有事への即応と関連研究

世界に比肩できる研究大学としての基盤の強化
●博士課程学生・博士研究員をプロフェショナルな研究者として
扱い、若手研究者の活躍を約束する体制の整備
●これらを支える環境整備と人員の拡充

高大接続の改革
●工業系教員養成校から、社会を豊かにするマインドセット
を持った学生を養成する高大接続機関へ

ヘルスケア＆Deep Tech
スタートアップエコシステム

●コンバージェンス・サイエンス
の領域を中心に、世界で新しい産
業を育成し、社会を豊かにする

●リサーチホスピタルを中核と
したシーズ＆ニーズマッチング

新大学

人財・知・資金の好循環

東工大のコスト分析（本部・部局別の予算配分を含む収入・支出一覧）

学内関係者（主に部局執行部）

背  景

作成目的

ターゲット

アクションプラン 2018 - 2023
「経営基盤の強化と運営・経営の効率化」
管理会計的視点から、学内の資金の流れを可
視化するとともに、部局別の教育・研究の主
な成果と紐付けることにより、戦略的資源配
分に活用

東工大の未来を描く
大学経営改革と将来

東京工業大学総括理事・副学長として描いた
「国立大学のあるべき姿と新大学のグランドデザイン」

　大学への公的支援が減少する一方、社会の求める
教育・研究レベルは年々上昇します。強固な財政基
盤のもとで必要な投資をし、期待以上の効果を出す
｢経営｣なくして世界最高峰の理工系総合大学とはな
り得ません。学内の教学の経営・運営を預かる総
括理事（プロボスト）として、社会の皆様に教育・研
究等の理念をご理解いただくとともに、学内資源の
配分を可視化し部局レベルからの｢経営｣で法人全
体の力を最大化すべく、必要な経営改革を提案・実
行してきました。
　 私を長とする戦略的経営オフィス（Strategic 
Management Office（当時））では、オフィス長補

佐として専任教授を配置し、｢コスト分析タスクフォー
ス」で各部局のコストを分析・見える化することで、
教職員が「経営」を意識する環境を整えました。こ
れまで推進してきた大学経営改革は東京科学大学の

「経営」の基礎となるものと考えています。

　経営改革の大きな柱として｢好循環エコシステム｣
があります。私が2003年に研究戦略室の室員となっ
て以降、現在の総括理事に至るまでの経験をもとに、
大学経営のあるべき姿を模索してきました。大学は
企業とは異なりコストセンターの集まりで、それらだ
けでは成長しません。成長のためには社会に与える
価値の最大化、例えば新産業創出などで社会を飛躍
的に良くすることが重要です。本学は社会課題の解
決や科学技術の再定義に加えて、未来社会のダイナ
ミックな構想や新時代の科学技術と社会像の提示と
実現を目標としてきました。それらをもとに描いた新
大学のグランドデザインが右図です。
　統合後の大学では理工学・医歯学の再定義に基

　多種多様なステークホルダーの皆様のお力添え
を得てきた東工大は世界最高峰の理工系総合大学
を目指すべく、これまでも類を見ない斬新な経営改
革を実施してきました。今後も持続的成長による長

づく既存学問分野の変革と新学術領域を創生する
コンバージェンス・サイエンス、世 界トップレベルのリ
サーチ・ホスピタル、ヘルスケア＆Deep Techスター
トアップエコシステム、オフキャンパス基盤研究所（仮
称）等の従来の大学では実現し得なかったドラス
ティックな相乗効果への挑戦を提案し、その実現に
向けて両大学関係者が一丸となり協議を続け、共に
汗をかいているところです。社会の皆様には、これま
で未来志向で経営を行ってきたからこそ、新大学に
も期待してくださるものと思います。この姿勢を忘れ
ずに、人材・知・資金の好循環によって東工大、そ
して東京科学大学の持続的成長を実現させてまい
ります。

期的経営を可能とするチャレンジをしてまいります
ので、本学のみならず未来の日本を担う東京科学大
学にもご期待いただき、応援していただけますと幸い
です。

人財・知・資金の好循環の実現へ向けたグランドデザイン

ロールモデルとして語り継がれる「東工大の経営改革」

大学の経営改革を推進してきて

総括理事・副学長
佐藤 勲
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1 2 3

100年後の
未来へ　

新たな知と
イノベーションで
未来社会に貢献

Ookayama
先行移転整備

大学発
スタートアップ
創出・支援

大規模
インキュベーション

拠点
高度リカレント
教育拠点

充実した
研究設備
技術支援

ディープテック
ベンチャーの
集積

オープン
イノベーション
大型産学連携

Suzukakedai
再 開 発

国内外大学
企業との
共創拠点

基礎研究
大型実験研究
拠点群

文理共創
異分野融合の
研究教育

アントレ
プレナーシップ
の涵養

最先端研究に
基づく人材養成

科学技術とビジネスの融合により、
才知溢れた人々と洗練された情報
が集積し、新たな価値創造をリー
ドしていく、国際的な産業・研究
拠点を形成していきます。

田町
キャンパス

本学の伝統を維持していくとともに、
Student-centeredな自律的教育環境
の整備を推進し、学生・研究者のための
国際的なアントレプレナーシップ教育・研
究の拠点を形成していきます。

大岡山
キャンパス

最先端の学際・基礎研究を行う多様な
研究者や企業等を誘致し、知の共創場
としてイノベーションを生み出す国際的
な研究・教育拠点を形成していきます。

※「横浜キャンパス」への
改称を予定

すずかけ台
キャンパス※

Kuramae
蔵 前

Tamachi
再 開 発

附属高校の
移転

高大連携深化

財務基盤強化による未来への投資
—キャンパス・イノベーションエコシステム構想の実現へ —

　東工大の財務の特徴は、
外部資金の獲得力が強い
ことです。多くの研究者が
産業界との連携を進めてお
り、社会的応用につながる
研究分野が多いことが背
景にあります。
　また、田町キャンパスの
再開発及び民間への土地

資産の賃貸借事業を構想することが可能になりまし
た。75年間、計 2,000億円強という財源を確保し
たことで本学の財務戦略に独自の途を切り開きまし
た。これら2 つの収入面での独自性により、財務上
の自由度を手にすることができています。
　一方で課題も残されています。1 つは、欧米のトッ
プクラスの大学と比べて海外からの収入が限定的で
あり、海外企業との連携が弱いと言わざるを得ませ

　失われた 30 年などと言われる経済面の低迷のツ
ケは大きく、特に若い世代が将来に夢を描けなくなっ
ているのではないかと懸念しています。東工大はそ
うした状況を打破するために必要な一石を投じるこ
とができるポジションにあります。
　具体的にはイノベーションを牽引する気力を有す

　本学では、2022年12月に300億円の大学債（年利は1.8%）を発行しました。
40年後の償還にあたっては、田町キャンパスの土地賃料を充当する予定です。
　施設設備の老朽化対策として、キャンパス再開発を進めるために将来の収入を
先取りする形で財源を確保し、キャンパス・イノベーションエコシステム構想を進
めています。
　具体的には教育と研究を推進する大岡山キャンパス、基礎研究や大型実験研
究及び産学連携を中心とするすずかけ台キャンパス、スタートアップの育成拠点
としての田町キャンパスを構想しています。
　大学債 300億円は、すずかけ台キャンパス再開発に重点的に充当します。具体的には今後10年程度に
わたって老朽化した建物を解体しつつ、新棟を整備します。手始めに約17,000㎡、地上 7 階建ての研究棟
の整備に着手したところです。

　教育研究事業の成果は長期
的にしか現れず、一度始めた事
業を廃止することは困難です。
多くの国の助成事業では事業終
了後も独自財源で継続するよう
に条件づけがなされています。
何もしなければ、資源配分が硬
直化し、真に優先度の高い事業
への配分ができないのです。
　対策の１つは、教育研究を司
るプロボストに一定規模の予算
を預け、緻密な評価制度ではな
く、プロボストによる評価と資源
配分に委ねることです。

　基盤的な研究費の不足は大き
な課題です。日本の「選択と集
中」政策の結果、基盤的研究費が
削減されており、研究者は成果が
出やすい研究テーマに流れてい
ます。それでは真に革新的なイノ
ベーションにつながる大きな発見
は期待できません。
　今日、社会から求められている
のは革新的なイノベーションであ
り、その種は基礎研究にあります。
産業界との連携を発展しつつ、
ノーベル賞受賞者を生み出すよう
な基礎研究の拠点となるために、
財務面での改革が必要です。

　本学のような理工系大学は
装置産業であり、施設設備の老
朽化も大きな課題です。施設
の改修・更新については国が
責任を持つというのが原則です
が、予算不足のために老朽化が
進んでいます。
　本学では田町キャンパスの独
自収入を活かした計画的な施設
の改修やキャンパスの再開発が
可能となりました。しかし、それ
でもキャンパス全体の老朽化対
策には程遠く、今後も戦略的な
施設・設備の整備が必要です。

ん。優秀な外国人研究者や海外に流出した日本人
研究者を採用することを通じて、国際的なマーケット
に乗り出していく必要があります。
　２つ目は寄附金の獲得です。以前、英国の学長た
ちが米国の寄附に関する調査をして気づいたことは、

「英国では寄附をお願いする文化がなかった」こと
だそうです。卒業生との紐帯を大切にすることは極
めて重要で、在学中に感謝の念と愛校心を抱いても
らうことが、将来の大学
の発展につながります。
寄附金や基金の運用収
入が予算の柱になるこ
とを目指しています。 る若者を育て、イノベーションの種となるような研究

を推進します。大学統合によりその教育研究の充実
には一層の弾みが付きます。しかし、そのためには財
務基盤の強化が不可欠であり、今後とも、ご支援のほ
どよろしくお願いします。

東工大の財務の特徴と課題

東工大の描く未来と戦略へ、皆様のご支援をお願いします

戦略的資源配分の課題と今後

理事・副学長（財務担当）芝田 政之

法人債を活用した
すずかけ台キャンパスの J4 棟
計画イメージ

田町キャンパスの完成予想図
※ NTTUD・鹿島・JR 東日本・
　東急不動産グループより提供

大学の戦略

Topics 東京工業大学法人債（つばめ債）の発行

プロボストによる資源配分の
重要性

基盤的研究費の不足への対応 戦略的な施設・設備の整備の
必要性
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特集
「共創」戦略 12

Tokyo Tech
多様な連携メニューによる

未来志向の産学連携

協働研究拠点

共同研究/共同研究講座 組織的連携
東工大
メンバーシップ

寄附/寄附講座

DLab
パートナーズ

共用設備利用

企業との大型連携

コミュニケーション
ネットワーク

企業連携による
博士人材育成

未来社会を
共に考える

東工大の設備共用を
基にした連携促進

URAによるコーディネート

課題解決

人材
研究成果

価値創造

資 金

OI機構卓越
教育院

研究・
産学連携

本部

OFC

DLab

大学連携による
スタートアップエコシステム

Pickup ‼

Id機構

本学は多様な社会との連携活動を展開し企業の皆様と共に未来社会を創造していきます
●オープンイノベーション機構（OI機構）がマネジメントし、企業ニーズに寄り添った「協
働研究拠点」の仕組みによる「組織」対「組織」の大型共同研究を持続的に推進します。

●研究・産学連携本部では、分野に特化したURAのコーディネートによる共同研究の
推進や、「東工大メンバーシップ」による企業とのネットワークを構築します。

●オープンファシリティセンター（OFC）は、連携する研究支援組織と共に最先端設備
の共用、高度技術人材の活用などにより企業との新たな連携を開始します。

●｢物質・情報卓越教育院｣｢超スマート社会卓越教育院｣｢エネルギー・情報卓越教育
院｣の３つの教育院は企業との連携により、社会にイノベーションを起こす博士人材の
育成を推進します。

●未来社会DESIGN機構（DLab）では予測可能な未来とは違う「ありたい未来」をデザ
インするため、企業や若者、公的機関などの多様な人 と々共に未来社会像を描き、人類
社会全体へ貢献するための活動を推進します。

企業と本学の研究連携
　民間企業との共同研究を中心に資金を獲
得し研究成果を社会に還元していきます。
　OI機構による「協働研究拠点」の設置を中
心に確実に民間企業との共同研究等の受入
金額が増加傾向にあります。協働研究拠点
は、2023年12月末現在で20拠点目が設置
されており、企業と本学の本格的な共同研
究に取り組んでおります。（OI機構の活動は
P.35-38に特集）
　今後も連携メニューの活用を図りながら、
様々な形での「共創」を実現します。

渡辺 治 理事・副学長（研究担当）

OI機構長、研究・産学連携本部長、
OFCセンター長を兼務
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民間企業との共同研究・受託研究の推移

“ 世界を変える大学発スタートアップを育てる ”イノベーションデザイン機構

　東工大は、2021年をスタートアップ元年と位置付け、大学研究成果の社会実装と
起業文化の醸成を推進してきました。2022年の学内調査では、東工大生の40％以
上が「起業に興味がある」と回答。また、東工大発ベンチャー数はここ5年で約1.6倍
の155社(2023年9月末時点）に急増するなど、起業意識・活動が高まっています。
　スタートアップ創出を推進するイノベーションデザイン機構（Id機構）では、本学が
主幹機関として参画するGreater Tokyo Innovation Ecosystem(GTIE)＊と協働
しながら、起業意識の醸成からスタートアップの設立、そして成長までをシームレス
に支援します。

POINT1　資金提供の充実化～GAPファンドの新設、拡充～
　GAPファンドは、大学の研究成果と社会実装の間にあるギャップを乗り越えるために、試作品製作、仮説
検証やビジネスモデルのブラッシュアップ等を行う目的で提供される資金です。学内GAPファンドとして、
“スタートアップ支援基金”プログラムに加え、2023年度は民間企業との共同事業である「芙蓉みらいGAP
ファンドプログラム」、「大学発ベンチャー創出のための共同事業」の2つのプログラムを整備。研究費に加
えて市場調査や経営人材探索が支援メニューに加わるなど、サポート体制も年々充実しています。さらに、
GTIEでも東工大を含む14大学に対し、研究費支援に加え、質の高い研修、メンター等によるサポートを充
実させたプログラムを提供。 2022年度に採択された17チームのうち多くが着実に起業に向かっています。

POINT2　スタートアップ経営人材育成・確保に向けた取組み
　大学発スタートアップ創出のボトルネックの1つは経営人材不足であり、この克服にも取り組んでいます。
GTIEでは、14大学の研究者、学生等が参加できる多様なアントレプレナーシップ教育プログラムを提供し、
将来のスタートアップ経営人材の育成に取り組んでいます。形式も座学、オンラインまたは海外派遣など様々
です。さらに、起業を目指す教員・研究者の研究シーズに伴走し支援するとともに、起業後は経営者層として
活躍する「東工大客員起業家（EIR）」を新たに採用。株式会社ビズリーチと連携協定を締結し、協働して東工
大のスタートアップ人材登用の仕組みを構築します。これらの取り組みを通じて、大学発スタートアップの創出
をサポートし、その経営を担う人材層を拡大します。

Id機構長
辻本将晴機構長／ 環境・社会
理工学院 教授／研究・産学連
携本部副本部長（ 起業活動支
援担当）

＊GTIE：東工大を含む首都圏14大学が参画する『世界を変える大学発スタートアップを育てる』プラットフォーム。JST委託事業。

本学と連携協定を締結している「みらい創
造機構」が運営する「２号ファンド」は経産
大臣・文科大臣から特定研究成果活用支
援事業計画の認定を受けました。既存の
ファンドが認定を受けたのは初めてです。
本学は、文科大臣の出資認可を受け、2号
ファンドへの出資を行いました。みらい創
造機構とともに、東工大発ベンチャーの創
出とその成長を支援する取り組みをより一
層推進していきます。

ベンチャーキャピタル
みらい創造機構の

「認定ファンド」に出資！

NEWS
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教育改革のその先へ
— 本学の教育はさらに進化します—
　本学では、幅広い視野を備えた理工系人材の育成を目的として、2016 年 4 月
に教育改革を実施しました。大学統合を控えたこのタイミングで、改革の成果を一
度俯瞰し、本学における教育の次のステップにつなげていくことが重要と考え、教育
改革の柱の 1 つであった「学生主体の学び＝ Student-centered learning」が達
成されているかという視点から教育改革の評価を試みました。教育は客観的な数
値による評価が難しい面があり、ここでは学生アンケートの経年変化を軸に、その
成果を捉えます。社会が大きく、急速に変化している現在、教育もさらなる進化が
必要です。本学の教育をより良くする取り組みについて、本学が考えるアントレプレ
ナーシップ教育と、統合に向けた取り組みについても紹介します。

　本学では、Student-centered learningの推進を
掲げ、学生が主体的な学びを進められるように、さま
ざまな取り組みをしてきました。例えば、達成度評価
の導入により、意欲があり達成度がクリアできれば、
先取履修や早期卒業などの制度を利用し、学生は先
に進むことができます。学生に向けた成長実感を問
うアンケートの結果からは、新しいことに挑戦できる
ようになった、自発的に学び考えられるようになった、
という項目について、「できるようになった」と感じて
いる学生が確実に増えていることがわかります。

主体性についての成長実感　（4 点～ 1 点で得点化した平均値）

東工大立志プロジェクトおよび教養卒論における
ディグリーポリシー達成度のアンケート結果

（教育改革の報告書から一部抜粋）

　本学は、これまで力を入れてきた人文社会系の教
養教育を、リベラルアーツ教育としてさらに大学院ま
で強化しました。リベラルアーツ教育では、専門分野
を社会につなげることができるように、社会性・人間
性・創造性を育みます。通常は高学年において学ぶ
機会が少なかったリベラルアーツを、教育改革により

「くさび型のリベラルアーツ教育」へ進化させること
で、学び続ける教育体系としました。入学直後の必
修科目である「東工大立志プロジェクト」では、グルー
プワークを通じて自発的に考え、他者と合意形成す
るためのスキルを修得します。「教養卒論」は学士課
程のリベラルアーツ科目の集大成と言える科目です。
これまでの教養教育における学びを踏まえて論文執
筆に取り組みます。
　教育改革開始直後は、新しいリベラルアーツ教育
に抵抗がある学生もいましたが、アンケート結果か

　本学では、人間力を育む課外活動についても
積極的にサポートしています。2020年に完成
した Taki Plaza は、国際交流イベントスペース
やワークショップスペースを擁し、学生がさまざ
まな活動に失敗を恐れず挑戦できる場を提供し
ています。また、東京工業大学基金では、サー
クル支援基金を設け、生き生きと活動する学生
たちをサポートしています。活躍する学生を応
援するための表彰も行っています。東工大学生
リーダーシップ賞は、国際的リーダーシップの育
成を目的として、知力・人間力・活力などのリー
ダーシップの素養に溢れる学生を表彰していま
す。リーダーとして団体をまとめる、自ら起業す
る、など毎年多彩な学生が受賞しています。

らは、ディグリーポリシーの達成度が年々増加するな
ど、その意義が徐々に認識されていることがわかりま
す。本学では、高度な専門性と高い人間性・社会性
を兼ね備えた学生を引き続き輩出してまいります。

Student-centered learning の推進

リベラルアーツ教育

東工大は正課外の学びや主体的な
活動も応援しています

理事・副学長（教育担当）
井村 順一

Student-centered
learningの推進
（学生主体の学び）

リベラルアーツ教育
くさび型教育

アントレプレナーシップ
教育の全学展開

リベラルアーツ教育専門教育 さらなる教育の進化

学士専門科目
100～ 300番台

修士専門科目
400～ 500番台

博士専門科目
600番台

教養科目群

コンバージェンス
　　　サイエンス教育
（医歯理工連携教育・
　　　　　産学連携教育）

教育の国際化
（大学院講義の英語化・
グローバル理工人
　　　　　　コース）
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自発的に学び考えら
れるようになった

新しいことに目的
をもって挑戦でき
るようになった
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14.8% 41.5%2019年度

15.5% 46.9%2020年度

15.3% 49.8%2021年度

9.9% 38.2%2019年度

15.6% 42.2%2020年度

14.6% 44.8%2021年度

自身と異なる常識等を理解し、他者と共同できるようになった（立志）

複数の視点で事象を整理することができるようになった（教養卒論）

あてはまる ややあてはまる

Taki  Plaza 内部の様子（1 階から 2 階を望む）

東工大学生リーダーシップ賞の受賞学生
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アントレプレナーシップ教育

新産業・新学術等をグローバル社会に
定着するためのマインド・スキル

社会課題を見出す
知性・人間性

新たな科学技術を創る
知識・スキル

専門教育 リベラルアーツ教育

　教育改革では、大学院課程講義の英語化が進め
られました。結果として、大学院での英語講義の割
合は、教育改革前の約 30% から、2020 年度におい
て約 94% まで増加しました。講義の英語化に対す
る学生の反応はさまざまですが、例えば、学生の理解
度・満足度については、ある教員が実施している日
本語講義と英語講義を比較したところ、学生アンケー
トの結果は僅差であり、英語化による理解度の低下
はほぼないことが分かりました。また、修士課程およ

　本学では、起業家育成の教育だけでなく、不確実
性が高く、予測困難な時代を生き抜くために必要と
なる、汎用性の高い価値創造力と価値定着力、リー
ダーシップおよび国際性に資するマインドとスキルな
どを「アントレプレナーシップ」と捉え、これらを全学
的に教育する「アントレプレナーシップ教育機構」を
新たに立ち上げました。本学の教育の柱であった専
門教育とリベラルアーツ教育に加え、もう 1 つの柱と
してアントレプレナーシップ教育を行うことで、すべて

　本学は 2024 年 10 月に東京医科歯科大学と統
合します。統合により「医歯理工連携」などの研究が
大きく前進することが予想されますが、教育でも統
合による相乗効果が期待されます。例えば、リベラ
ルアーツ教育の中で、１年次の科目である「立志プロ
ジェクト」では志を立てるための教育をしており、医　グローバル理工人育成コースは、学士および修士

課程学生の「国際基礎力・国際実践力・国際協働力」
を段階的に発展させる教育カリキュラムです。この
コースがスタートした 2014年度の所属生は 547名
でしたが、2020年度末のコース所属生数は 2000
名を越えて拡大しています。コース履修者の英語スコ
アが学年進行とともに確実に向上していることから

教育改革の評価は、「2023 年 10 月に教育改革
の評価報告書」としてまとめました。左のQRコー
ドからダウンロードしてご覧いただけます。

び博士課程学生は在学中に英語によるコミュニケー
ション能力の向上を実感する学生が優勢となり、これ
は大学院講義の英語化で英語を使用する機会が増
えたことが一因と考えています。
　一方で、学士課程学生が大学院の英語講義に抵抗
なく移行できるように、学士課程専門教育への英語
導入も検討しています。また、教員の教授力向上も必
要と考えており、英語による教授法研修などを定期的
に開催して、教員のスキル向上にも努めています。

の学生が、目指すキャリアに関わらず、高度な専門力
に加えて国際社会で活躍するための汎用的な能力を
身に着けることができます。

歯学・看護学と理工学という異なる目標や価値観
をもつ学生が、多様性の中で共に志を育むことは重
要な意味があります。専門教育では、医歯理工融合
コースの設置など、コンバージェンスサイエンス教育
の実施によって学問領域が拡がり、新たなキャリアを
模索する機会にもなります。も、このコースの高い教育効果がわかります。もちろ

ん、さらなる英語力の向上が必要と考えており、学生
は現状の TOEICスコアに満足することなく、引き続
き英語力の研鑽に努めて欲しいと思っています。

大学院講義の英語化 アントレプレナーシップ教育の全学展開

大学統合へ向けて

グローバル理工人育成コース

　我が国が国際競争力を高めるためには、理工
系分野における女性の活躍が不可欠といえま
す。女性が理工系の進路を選択しない理由の
１つはアンコンシャスバイアス※と言われていま
す。しかし、これを取り除くことは容易ではなく、
思い切った施策が必要と考え、本学は 2024年
4 月入学の学士課程入試から、各学院で順次
総合型・学校推薦型入試に「女子枠」の導入を
行っています。
　導入を巡っては、学生からもさまざまな意見
がありましたが、大学が多様性のある組織にな

ることで、学生にとっても良い影響があるはずで
す。一方で、理工系人材の多様化は、大学の取り
組みだけで実現することは困難です。企業の皆
様には、女性人材のロールモデルを積極的に発
信して頂くことで、理工系分野を選択する女性が
増える社会を共に目指して頂ければと思います。

あてはまる ややあてはまる あまりあてはまらない あてはまらない その他

英語向上あり 英語向上
なし

英語向上あり 英語向上なし

博士
（72名）

修士
（356名）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

英語コミュニケーション能力の向上実感（修了生アンケートより）

グローバル理工人履修者（学士）の TOEICスコアの年次変化

女子枠入試導入後の入学定員割合（2025年4月入学以降）
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互いに又はチームで理解・尊重しあえるようになった

自身と異なる常識等を理解し、他者と共同できるようになった

あてはまる ややあてはまる

● 国際意識
● 英語力・コミュニケーション能力
● 異文化理解力・チームワーク力
● 課題発見・解決力
● 実践的能力

● 国際教養
● 国際リーダーシップ
● 発想力・価値創造力
● 国際共同研究基礎力

育成すべき能力

育成すべき能力

初級

中級

上級

女子枠入試に向けた想い

女子枠

一般選抜（前期日程） 総合型・学校推薦型

824 101 143

0 200 400 600 800 1000 1200

一般枠

※アンコンシャスバイアス…無意識のうちに持っている思い込みや偏見。
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DE&I の 2 本柱となる「環境整備」「意識改革」

伏信：本学のDE&I活動にはどのようなもの
があるでしょうか。
桑田：大きく分けて２つの柱があります。1
つ目は環境整備です。ジェンダーやハンディ
キャップがある人、多国籍・多文化の人たちが
働き、学びやすいような環境を整えるという
ことです。ただ、環境さえ整えばうまく進むか
というと、そうではありません。もう１つの柱
が、意識改革です。DE&Iについて同じ認識で
働くために、大学全体の流れを作っていきたい
と考えています。
田中：環境整備とは具体的にどのようなこと
でしょうか。
桑田：例えば多様な学生に合わせ、奨学金や

学長と共に DE&I を推進する桑田理事と川端理事を座談会に迎え、本学が DE&Iの先端を行き、社会に活
力をもたらす大学となるための取り組みや、今後向かっていく方向について話を聞きました。

田中 圭介 松下 伸広 伏信 一慶

れるということですが、本学がこれまで取り組
んできたものからはどのように変わっていく
のでしょうか。
桑田：これまで本学の DE&I推進の仕組みは、
各部局から委員の先生が会議に参加し、現場で
起こっている課題から具体的に議論するとい
う現場主義で動いてきました。先行研究を見
ても、こうしたアプローチが正しいとされてい
ます。ですが、これは問題が起こってはじめて
処置がされていくというやり方で、あくまで後
追いにすぎません。そこでもう一歩進んで、皆
さまが困る前に環境を整えていく必要がある
と考えて、ダイバーシティ推進室を設置し、大
学全体で取り組むべき施策を推進しています。
川端：法律の世界にも変化は表れています。
最高裁は、これまでの戸籍上の性別変更には事
実上手術が必要との判断を、2023 年10 月に
社会的な状況の変化等を考えると手術まで求
めるのは、いき過ぎとの判断に変更しました。
法的判断も、社会の変化に伴って変わっていく
のです。社会は法律よりも先を動いています
し、本学はその中でも先頭を走る必要があると
考えています。

女子枠での入試を行う背景

川端：本学では具体的な取り組みとして、入試
における女子枠が間もなく始まりますが、桑田
理事から詳しくご説明いただけますか。
桑田：日本のジェンダーギャップ指数は先進
国だけでなく、世界中でみても非常に低い水準
です。特に女性の大学進学においては、驚くほ
ど理学系・工学系の進学率が低い。本学の女
子学生も、学部生で 13％ほどに留まっており、
MIT（マサチューセッツ工科大学）や Caltech

（カリフォルニア工科大学）などの女子学生比
率には全く及んでいません。本学が世界と同

寮、相談室を整備しています。本学では寄附で
建てられた Taki Plaza が学生に活用されてい
て、留学生との交流も進んでいますね。また、
多様な学生を集めるという意味で、女子学生限
定の総合型・学校推薦型の入試を導入しまし
た。
松下：Taki Plaza は確かに本学の学生の多様
性に資する施設になっていると思います。ほ
かにもつばめテラスやパウダールームなど、イ
ンフラの面でも整ってきました。女子学生を
増やすからには、受け入れる環境の整備も進め
ないといけないですね。

DE&I 推進の仕組みを整備

伏信：継続的なDE&I推進の仕組みを整備さ

じ水準の議論ができる環境になるという意味
で、この点はどうしても是正していかなくては
いけないと考えたのが、女子枠設置の大きな理
由です。
川端：海外では女性の首相も出ていますし、閣
僚や議員などでも女性が相当数占めています。
日本のジェンダーギャップの大きさは、女性の
みならず、日本の男性にとっても世界の日本に
対する認識・評価という意味で不利になると
いう視点もあるのではないでしょうか。たし
かにアファーマティブアクション※ に対する
賛否はありますし、特に女子枠という形には
様々なご意見もあると思います。ただ、理工系
女子学生の少なさは社会的・歴史的な流れの
中で生じているもので、これを女子枠という形
で積極的に是正していきたいというのが本学
の考え方です。海外の大学で女子学生が多い
のも、積極策を含めた色々な努力を重ねてきた
結果であり、何もせずに改善されたのでは決し
てありません。もちろん、もし社会が変わって
いく中で女子学生が増えていけば、近い将来こ
うした是正をする必要はなくなるかもしれま
せんし、そうなれば一番良いですよね。

女子枠での入試の実施に向けて

松下：本学が女子枠を発表した影響や、 出て
来る課題について桑田理事はどうお考えで
しょうか。
桑田：他の国立大学も女子枠の検討や実施を
公表する動きが出ていますので、本学が流れを
作ったという点で、まず意義があると思いま
す。今後の課題として想定されるのは、たとえ
ばトランスジェンダーの学生が女子枠で受験
できるのかということです。こうした SOGI

（ソジ）に関するケースに対し、学内で共通の対
応ができるよう、準備を進めています。

東工大が目指すDE&Iとは

川端 小織
理事・副学長（法務労政担当）

桑田 薫
理事・副学長（ダイバーシティ推進担当）

（聞き手） 情報理工学院 教授 副学長（成長戦略担当）
物質理工学院 教授

工学院 教授

※性別や人種等の理由で差別を受けている人たちに対する、格差是正のための取り組み

21 22

大学の戦略



田中：この SOGI という言葉は、私も以前桑田
理事からお聞きしたのですが、まだ耳慣れな
いかもしれません。SOGI には性的指向（SO: 
Sexual Orientation）と性自認（GI : Gender 
Identity）の２つがあり、性的指向は性的な魅
力をどのような性の相手に感じるか感じない
か、性自認は自分が自身の性をどのように認識
しているかということを表します。LGBT は
性的指向（LGB）とＴ（性自認）が混ざっている
ことから、SOGI が使われはじめています。
桑田：人間誰しも性的指向と性自認があります
ので、SOG Iの議論は少数派についてではなく、
全員に関係があると考えていただきたいですね。
川端：LGBT や SOGI という言葉は、5 ～ 10
年前はほとんどの人は聞いたことがなかった
と思います。私も 10 年前には知りませんで
した。こうした比較的新しい概念を本学で実
効的なものにする取り組みについて聞かせて
いただけますか。

桑田：環境整備の一環にもなりますが、SOGI
に関するガイドラインを策定し、研修会や勉強
会を開催しています。すでに何回か開催して
おり、執行部をはじめ、部局長、事務の部長級、
課長職のほか、希望者に参加いただいていま
す。多様な意見があるテーマなので、今後はダ
イバーシティ推進室でワークショップを開く
ことも考えています。

ダーだけではないなと感じます。バリアフリー
のように、障がいのある学生に対する合理的配
慮も、教員の立場として、浸透していると思い
ます。また、私が90年代半ばぐらいにアメリ
カの西海岸の大学でお世話になった先生は、当
時 のアメリカのアファ ーマティブアクション
を推進する側の方でした。現状の海外の大学
教員や女子学生の比率などを考えると、やはり
どこかのタイミングで積極的な施策を進める
必要性があるのではと感じます。
田中：私は 20 年ほど本学にいますが、20 年
前ぐらいの学生と比べて最近の学生は SOGI
に対する理解が進んでいる印象を受けます。
われわれの頃に比べると、SNS などが見られ
る状況にあるので、彼らの中では自然に醸成さ
れている感覚なのかもしれないですね。
松下：本学のすずかけ台キャンパスで研究室
学生とバーベキューをした際にインドネシア
からの留学生たちがいました。最初は１つの
プレートで焼こうと計画していた日本人の学
生たちは、彼女らがハラル認証のない物は食べ
られないことに気付き、プレートを分ける必要
があることを学びました。その際、ハラル認証
の肉を食べてみたら、「想像していたよりも美
味しい」ということで会話も弾み、盛り上がり
ました。振り返ると、これまでにもそういった
DE&Iを意識する機会をいくつも経験してい
るのだと思います。

多様性を担保しつつイノベーションを生むには

川端：よく「DE&Iを推進すると研究成果や業
績が上がる」という言い方をされますが、そう
した成果ありきの表現にはいつも少し違和感
があります。個々の多様な人を互いに尊重す
る結果、研究の成果も上がるという形を目指す
のであって、成果が上がるから取り組むという
順序ではないと思うのですが、桑田理事はいか
がでしょうか。
桑田：おっしゃるとおりです。まずそれぞれ
の方たちが生き生きと働き、学ぶ環境が担保さ
れるのが第一だと思います。たしかに過去の
研究では、イノベーションを生むという意味で
多様性の担保が推奨されています。一方で、
組織の中に多様な人たちがいると、いつのまに
か分断が起きてしまう研究報告もあります。
多様性がある集団でも、なんとなく近しい人同
士が結局はつながっていって、ある種のコロ
ニーができてしまう。そうなるといざ同じ目
的で動こうとしても、なかなか意思統一ができ
ないんですね。組織に成果をもたらすには、多
様性と意識を合わせるマネジメントが大切に
なると思います。
川端：多様性を担保しつつ、組織がうまく機能
するには「言葉にしなくても通じ合える」という
やり方ではいけないということですね。はっき
り言葉で伝えあう、公平な進め方をするといった
ことがより重要になると思います。

東工大の現場で起きている DE&I

桑田：今度は私の方から先生方に質問です。
これまで DE&Iに関連した経験や感じたこと
などがありましたら、教えていただけないで
しょうか。
伏信：ダイバーシティ っ て 必 ず し もジェン

おわりに

松下：では最後に桑田理事と川端理事からお
願いいたします。
桑田：本学は DE&Iの意識改革と多様性を尊
重する環境整備で、大学組織のパフォーマンス
を最大化し、社会にインパクトを生み出してい
こうと考えています。これからもぜひご協力
をお願いいたします。

川端：2020年の統合報告書の対談で、「東工
大は女子学生も女性教員も非常に少なく、思い
切った積極的な対策をすべきだ」とお話ししま
した。そのわずか数年後、女子枠をはじめとす
る様々な具体策が進む段階に入ってきたこと
は非常に感慨深いです。本学は最先端の学問・
研究を進める大学ですので、DE&Iについても
社会に先がけていく大学であり続けたいと思
います。

23 24

大学の戦略



自由でフラットな大学で進む
DE&Iと教職協働

　2022年1月に「東京工業大学ダイバーシティ＆インクルージョン推進宣言」を発出し
て、DE＆I を推進し、互いの違いを尊重し合い、イノベーションを育むことを目指して、教
職協働により様々な取り組みを進めてきました。統合後の東京科学大学においても、一
層の取り組みが進んでいくことを期待しています。これらの DE＆I の取り組みに限らず、
東工大では、国立大学法人化の前後から、事務系管理職が戦略的運営組織の構成員と
して参加するなど、教員と職員が協働して大学運営を行ってきた実績・伝統があり、現在
も戦略統括会議や本統合報告書の制作などをはじめとして、様々な形で教職協働が実践
されています。

戦略統括会議
　学長が議長を務め、大学執行部・部局長等に加えて部長などの事務職員も構成員となります。教育・ 研究 ・
人材・スペース・財政などのガバナンスや国内外の大学・機関等との連携に関する事項をはじめとした大学全体
の中長期的な戦略を立案するとともに、その着実な実行についても活発な議論を行っています。

統合報告書
　本学の統合報告書は、教員と事務職員からなる
ワーキンググループが編集を担当し、教員・事務職
員・URA・技術職員・有期雇用職員・無期雇用職
員など、全ての大学メンバーの教職協働により制作さ
れています。

URAによる支援
　専門知識を持つ URAが、研究ニーズとシーズの
マッチングをはかり、異分野による融合研究を可能に
するとともに、研究テーマの社会実装を促進します。

海外拠点（ANNEX）における国際連携
　教員と職員が一 体となり、バンコク、アーヘン、
バークレーに設 置したTokyo Tech ANNEXのディ
レクターを中心に国際連携活動が推進されています。

研究における教員とTCの協働
　高度専門技術職のTC（テクニカルコンダクター）
による提案が、研究に新たな切り口や知見をもたら
し、研究を更に高度化、深化させます。

外国人活躍支援
　国際先駆研究機構（IRFI）の URAを中心としたチー
ムでは、World Research Hubプログラムにおいて海
外研究者招聘や教員海外派遣の支援に携わり、東工大
のグローバルネットワーク
拡大に貢献しています。

東工大のダイバーシティ推進室は、ワークライフ両立支援部門、女性等活躍支援
部門、外国人活躍支援部門、障がい者等活躍支援部門からなります。 東工大では以下の様な取り組みが行われています。DE&I の推進 教職協働の実践

学内保育施設
　保育を必要とする学生・留学生・教職員が出産
や育休後等に速やかに学業 ･ 教育 ･ 研究活動 ･ 業
務に専念できるように大岡
山に｢てくてく保育園｣があ
ります。2024年にはすず
かけ台にも開設予定です。

障がいのある職員の活躍
　労務室人材活用グループには９名の障がいのある
職員が在籍しています。遺失物センターやキャンパス
の環境保全支援等の業務において活躍しています。

女性休養室・トイレ
　女性ならではのニーズ( 妊娠期・出産後・月経期・
女性特有の体調不良時の一時的な休養および授乳・
搾乳 ) への対応のため、女性休養室を優先して整備
してきました。
　女子学生数の増加に対応するべく、女子トイレの
新たな設置や刷新を進めており、生理用品を常備す
るトイレも増やしていきます。

URA（University Research Administrators）：
研究資金獲得、研究活動のマネジメント、産学連
携、成果の活用促進等を行う高度専門人材

DE&Iを考慮した新食堂
　ハラルフード対応など DE&I を考慮した新食堂で
あるつばめテラス（Tsubame Terrace）が 2023 年
10 月にオープンしました。

育児支援
　妊娠から子供の小学校卒業に至るまでの長い期
間にわたり、以下のような支援が受けられます。保健
指導・健康診査 ･ 通勤緩和・休息 / 補食・業務軽減・
勤務免除 / 制限・産前産後
の休暇 ･ 夫の育児参加休暇 ･
配偶者出産休暇 ･ 育児休業・
短時間勤務・ベビーシッター
派遣支援業務などです。

湊屋治夫
理事・副学長 ( 事務総括担当 )
事務局長
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大学統合による学問領域の融合に期待

上田：本学と東京医科歯科大学との統合が
2024 年秋に迫ってきました。新しく生まれ
る東京科学大学では「コンバージェンス・サイ
エンス」を掲げ、歴史的に別領域とされてきた
複数の学問領域を融合し、新しい学問領域を生
み出し、社会課題を解決していくアプローチ
を目指します。そこで本学ですでにコンバー
ジェンス・サイエンスを実践しているお二人か
らお話を伺いたいです。
梅室：私は工学院経営工学系で人の感情を
扱っていますが、人とロボットの相互作用につ
いても研究しています。そのためロボットの

多様な社会課題に立ち向かうために、理工学、医歯学、さらには情報学、リベラルアーツ・人文社会科学など
を収斂させて獲得できる総合知に基づく「コンバージェンス・サイエンス」について、鼎談を行いました。

人間のためにどういう技術をつくり、それをど
う評価をしたらよいか、専門家に教えを請いな
がら研究している。この点は本学もまだまだ
これからです。人間に関係する技術を使うの
であれば、人間の専門家に教えを請わないとい
けない。その意味で私は人間の専門家が集ま
る東京医科歯科大学との合併に非常に期待し
ています。

東工大生のボキャブラリーにない言葉

上田：それを聞いて思い当たるところがあり
ます。私の運営する少人数ゼミは、慶應義塾大
学看護医療学部の学生と合同で進めています
が、かつて慶應生から「東工大生は人間らしく
ない」と言われました（笑）。東工大生の議論を
聞いていても、人間の話をしているのかロボッ
トの話をしているのかが分からない、と。それ
を聞いた時、ものすごい衝撃でした。さらに看
護医療学部生が1万回くらい使っているのに、
東工大生は卒業するまで 1 回も使わないであ
ろう言葉があることに気づきました。それが

「寄り添う」です。私は、 苦悩や痛みに寄り添
う、ということを授業で話していますが、本学
の学生や教職員から「寄り添う」という言葉を
聞いたことはほとんどない。ボキャブラリー
として持っていないのかもしれません。今の
梅室先生の話を聞いて、こうした面をコンバー
ジェンス・サイエンスで拡大できるのではな
いかと感じました。
黒田：私は生命理工学院で、子育てや親子関係
を脳科学の視点から研究していますが、人に寄
り添うという意味では、対人援助は今後さらに
ニーズが高まる分野だと思います。本学には

国際会議に行って研究者と話す機会もあるの
ですが、ここ何年も気になっていることがあり
ます。例えば機械工学の専門家が同じ領域の
研究者だけでチームをつくると、人間らしい振
る舞いや感情について自分たちだけの見解で
研究を進めてしまうのです。自分たちも人間
だから、人間のことはよく知っているというこ
とだと思いますが、使われている心理学モデル
が 50 ～ 60 年前のものだったり、心理学の研
究者ならすぐ分かる誤りが実験計画に入って
いたりします。私はジョージア工科大学に友
人がいますが、彼らは 20 世紀から、心理学と
機械工学と情報工学の研究者が共同で研究す
るといったことを当たり前に行っています。

2023 年 4 月に来たばかりですが、すでにコン
バージェンス・サイエンスを非常に堪能して
います。子育て支援をハイテク化すべく、情報
理工学院の吉村奈津江教授と、スマホアプリや
ウェアラブルを使った子供の寝かしつけを支
援するプロジェクトを開始しましたが、圧倒的
なスピードで東工大発ベンチャー企業にアプ
リ開発を依頼する段階まで進みました。また、
私は精神科で働いた経緯もあり、児童虐待防止
にも関心がありますが、この分野は社会学や法
学など文系の先生と一緒に進めないと問題の
全体像が見えないことが分かってきました。
本学でコンバージェンス・サイエンスが盛り上
がっているのを知り、今後が楽しみです。
梅室：先のジョージア工科大における心理学・
機械工学・情報工学の共同研究などは、すでに
単なる文理共創の事例ではないかもしれませ
ん。理系と文系を統合した新しい研究体系が
すでに生まれていると言えます。人間の専門
家が技術の専門家と一つの課題に取り組む必
要性に日本でも気づき始めている。だからぜ
ひ上田先生には本学に人間科学院をつくって

文理共創で創るコンバージェンス・サイエンス

上田 紀行
副学長（文理共創戦略担当）
リベラルアーツ研究教育院 ・教授

梅室博行
工学院・教授

黒田 公美
生命理工学院・教授
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ほしいと思っています。本学出身の私は学生
時代から東工大のリベラルアーツ教育を非常
に誇りに思っていますし、「東京科学大学で人
間の科学を学びたい」という学生や研究者が集
うようになるとうれしいです。

サクセスストーリーを積み重ねる時代から
レジリエンスの時代へ

上田：私自身もコンバージェンス・サイエンス
の取り組みとして、いじめ問題の減少軽減に向
けて文理融合的な研究とその実装をテーマに、

「いじめゼロ」を目指したプロジェクトを進め
ています。日本社会は思いやりがあると言わ
れますが、一方で同調圧力と抑圧が強い。イノ
ベーション阻害の大きな要因です。誰でも挫
折をするし、苦しむ。そのときにどう自分を立
て直すのか。これまではサクセスストーリー
をただ積み重ねる時代でしたが、これからはレ
ジリエンス（復元力）の時代へと変わりつつあ
ります。いじめ問題に取り組むことは日本を
レジリエントな社会にしていくことにつなが
るはずです。「いじめゼロ」について、今までは

相互に見返りを期待した互恵的利他性と、見返
りを期待しない利他性がありますが、見返りを
期待しない利他性は子育てから進化したと考
えられています。例として、母系的な群れで暮
らすジリスに天敵のヘビが近づいてくると、気
づいた一匹がチチッと鳴いて仲間に警告を発
することがあります。警告を発した個体は天
敵に攻撃される確率が増しますが、他の個体は
すぐに隠れることができるため、この警戒発声
は典型的な利他行動と考えられています。次
に群れの中でどの個体が一番鳴くかと調べた
ところ、群れ内に血縁が多い年配のメスが最も
よく鳴くことが分かりました。つまり、もとも
とは子どもに対する世話行動であったものが、
血縁である群れの仲間を助けるために拡張さ
れた習性と考えられます。
上田：文化人類学や社会学では交換論という
考え方があります。交換には限定交換と一般
交換の二つがあり、限定交換は２者の間での貸
し借りのようなものです。一方で一般交換で
は、A さんが B さんにあげ、B さんが C さんに
あげ、ということを繰り返し、返ってくるころ
には次の世代ぐらいになっている。社会とし
ては一般交換が成り立つ方が強いと言われて
います。人間は一般交換のほうがより幸福感
を得られると言われていますね。
黒田：人間でも、産業化以前は群れ集団内の遺
伝的距離が集団間よりも近く、血縁関係が強
かったことを考慮すると、一般交換は「見返り
を期待しない利他性」に似ているところがあ
りますね。
上田：では我々が一般交換的なものをシステ
ムとしてつくっているか。実際はアプリの割
引クーポンや SNS でのやりとりなど、限定交

教育学者だけが研究していましたが、これか
らは科学技術の出番です。例えば各生徒のポ
ケットにセンサーを入れ、個人を特定しないま
ま集団の様子を測定し、いじめを事前に発見す
る。インターネットの世界では人との出会い
が広がる一方、SNS の狭いコミュニティでの
いじめは後を絶ちません。コンバージェンス・
サイエンスを目指すにあたって、日本的な閉鎖
空間を残したままでは前に進めない。日本社
会も少しずつ変えないといけないんじゃない
でしょうか。
黒田：コンバージェンス・サイエンスと言って
も、今は各分野がものすごい勢いで進歩して
います。だからこそ専門家同士が密にディス
カッションしていかないと、自分の考えている
ことがいつの間にか古くなっていることがあ
る。今の若い人の見方と、私たちの世代の見方
は、すでに相当違ってきています。研究者だけ
の閉鎖的な空間で議論するのではなく、例えば
いじめに直面している人など、実際に困ってい
る当事者を入れて話をすることが求められる
と思います。

コンバージェンス・サイエンスと共感・利他

梅室：こうした問題を考えるときに、「共感」や
「利他」がキーワードになると思います。心理
学では論文も出ていますが、それ以上のことが
分からず少し限界を感じているところです。
心理学的な知見とは別の視点で、共感や利他を
どうお考えでしょうか。
黒田：脳科学でいうと、共感には幾つもの構成
要素があって、それぞれ関係する脳部位が異な
ります。利他性にも種類があり、おおまかには

換的なものがほとんどです。科学技術も同様
に、投資に対してどれだけ戻ってくるかが重
視されがちで、 勝ち組になって儲けるイメー
ジを持たれているところがあります。その中
で、科学技術自体がある種の一般交換的なもの
となり、投資家へのリターンを超えた社会的な
善のイメージを持てるものへ変化することが
大切です。これからの科学技術は、いろいろな
苦悩を千の手で救う、千手観音のようなものに
なっていくべきだと私は考えています。
梅室：コンバージェンス・サイエンスとともに、
本学は自由でフラットな研究空間を提案して
いるんですが、それと今日の話はつながる気が
します。
上田：閉じられたところで効率的に利益を追
求していく空間ではなく、自由でフラットな空
間で研究することでコンバージェンス・サイエ
ンスが発展し、社会の幸福につながっていく。
コンバージェンス・サイエンスと自由でフラッ
トな研究空間は、実は地続きなのではないで
しょうか。
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基金により拡がる好循環

　2022年11月 26 日女性活躍応援フォーラム
「理系 +（プラス）～理系を超えたその先に～」を開
催。女性理工系人材育成と裾野拡大が目的。当
日会場には、中高生とその保護者の方々約 100
人が来場し満席。
オンラインを含め
て 230人を超え
る方々が参加。

　2023年度東工大基金奨学金授与式の様子。
学業優秀な者に対する経済的支援により、将来
リーダーとして活躍できる人材を育成。
　同奨学金は、本学の発展に寄与した方々および
寄附者の方々に深い敬意と感謝の意を表し、個人
名・企業名を冠
した奨学金として
2012年3月に設
立。

　生命理工学院と港区立みなと科学館による小
学生向け科学教室「植物の網の目構造を探そう」
を 2023年1月8日に開催。ハイブリッド形式によ
り、全国の小学生とその保護者の方 を々対象とし、
対 面11組、オンラ
イン12組が参加。

　2022年の「異分野融合研究支援」に 2 つの研
究チーム６名を選出。本学における研究分野の
多様性を生かした異分野融合研究を推進。本支
援は、2018年より開始。

東工大基金

東工大基金残高：42 億円
(2023.3 月現在）

人材輩出
知の還元
地域連携

人材育成
教育・研究

好循環

支援の好循環

人材・知の好循環

資金の好循環

寄附
（資金）

社会連携

教育

地域貢献

研究

全体交流会における卒業生をはじめとする来場者の集合写真（屋内運動場）

Topics

1

2
Topics

働き学びやすいキャンパスへ

母校を支えるネットワーク

女性活躍環境改善モデルプロジェクト

ホームカミングデイ2023 開催

　本学ではこれまでに、学生や教職員からの要望に基づき、保育園の設置や女性休養室の整備などを
実施してきました。基金を活用した女性環境改善プロジェクトとして女性特有の体調不良時や産休・
育休から復帰した教職員の
搾乳スペースとしても利用で
きる女性専用のリフレッシュ
スペースを本館に新設しま
した。

　同窓生との連携は、大学力強化の観点からも重要な取り組みです。同窓生が母校に集まる「ホームカ
ミングデイ2023」を、本学同窓会組織である一般社団法人蔵前工業会との共催で 5 月 20 日に開催し
ました。今回は昨年に続き、ハイブリッド形式（対面とオンラインの複合型）により行いました。
　ホームカミングデイは、卒業生が同期生や先輩、後輩、恩師との旧交を温め、在学生が卒業生と交流
する貴重な場として、また、地域の方々に東工大について知ってもらう機会として開催している年に 1 度
の交流イベントです。11回目となった 2023年は、同窓会主催の総会や講演会、公認学生サークル有
志による各種のイベントのほか、初めて開催された「Team 東工大会議」に卒業生や在学生、教職員、保
護者の方々など多くの方が参加し、充実した催しとなりました。なお、東京工業大学として開催する最後
のホームカミングデイは、2024年5月 25日に大岡山キャンパスで開催されます。

本学は、教育および研究による人材育成、これら人材の輩出を含む社会貢献、それに関わる社会連携・地域連携
といった好循環を、東工大基金の支援により目指しています。

女性活躍環境改善モデルプロジェクトの WG メンバー テープカットの様子
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医工連携が描く未来
　東京工業大学における医工連携の組織的な取り組みは以前から行われており、特に、「四大学連合」の結成は、
当時の精密工学研究所の教員を中心とした東京医科歯科大学との連携など、取り組みを深める大きなきっかけ
となっています。その代表例として、「東工大発ベンチャー」でもある「リバーフィールド株式会社」による、両大学
の共同研究を経て開発した「触覚」を有する手術支援ロボットシステムの製造販売承認の取得と、それに引き続く
2023 年 7 月実施の初の外科手術があげられます。さらには、両大学および静岡大学，広島大学の４つの研究所
からなる「生体医歯工学共同研究拠点」の設立や、統合後を見据えた「中分子創薬コンソーシアム」の設立に向け
た取り組みが行われるなど、医工連携の実をあげています。さらに今回の大学統合を好機として、医工連携の更な
る組織的な推進も加速しており、こうした中で本学と医科歯科大の教員間での「研究マッチングフォーラム」を開催
し、並行して「マッチングファンド」も設立しています。

　本学は「世界最高峰の理工系総合大学」を目指
し、異分野融合研究の推進に力を入れています。四
大学連合を通じて医科歯科大、東京外国語大学、一
橋大学と研究教育上の連携協力を重ねるほか、学
内では研究者向け研究交流イベント「Tokyo Tech 
Research Festival（東工大リサーチフェスティバ
ル）」の開催、分野を横断する研究チームに対する研

東工大と医科歯科大のマッチングファンド
　こうした交流の機会に加え、両大学の研究者で構
成された研究チームの共同研究に対して、東工大基
金および医科歯科大学から「東京工業大学・東京医
科歯科大学マッチングファンド」による研究費支援を
行いました。このファンドは、両大学の研究者が持つ
研究アイディア・スキル・知見を組み合わせる異分野
融合研究のうち、将来の発展が期待できる優れた着
想を持つ研究を対象とし、研究資金を支援するもの
です。ファンドには両大学の研究者から多数の応募が
あり、29チームの研究を採択しました。

企業の寄附による支援も
　これに加えて、一連の活動に共感いただいた株式
会社安川電機からは、多大な寄附をいただきました。
既に設置いただいている共同研究講座に加え、今回
の寄附により若手を中心とする研究者の医工連携ス

究費支援など、理工学における分野の幅広さと深さ
を生かした融合研究推進の活動を展開しています。

東工大・医科歯科大
研究マッチングフォーラムを開催
　2023 年 5 月には、本学と医科歯科大とで研究者
の交流イベント「研究マッチングフォーラム」をオンラ

タートに一層のご支援をいただきました。
　研究マッチングフォーラム、マッチングファンドは大
手新聞各社に取り上げられるなど、さまざまな反響を
呼びました。統合により総勢約 2000名の研究者を
擁することになる東京科学大学の高いポテンシャル
にご注目下さい。

URA のサポート
　マッチングフォーラムの企画運営は両大学のURA

（University Research Administrators）が 協
働で担い、分野間のマッチング支援を行いました。
URAとは研究資金獲得、研究活動のマネジメント、
産学連携、成果の活用促進等を行う高度専門人材の
ことで、研究者の研究活動の活性化や研究開発マネ
ジメントの強化を支えています。

異分野融合研究の推進

共同研究発展のための研究資金を支援

イン開催しました。このイベントは、将来的な統合に
合意する両大学で交流の機会を求める研究者の声
を受けて企画されたもので、多様な分野によるボトム
アップ型共同研究を後押しするべく行われました。
　イベントでは両大学から 79テーマの研究発表が
あり、開催期間中は約 200人の研究者が参加しまし

た。主に医療用新素材、可視化技術、力学解析など
のテーマが取り上げられ、両大学の研究者はオンラ
イン上のバーチャル会場でブースの前に集まり、ポス
ターや互いの顔を見ながら活発な議論を繰り広げま
した。 

生体医歯工学共同研究拠点成果報告会

研究マッチングフォーラムで交流する両大学の研究者たち
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項目 協働研究拠点

共同研究費
年間 2,000万円以上
（間接経費を含む。

ただしスペース料は別） 

期間 3 年以上 10 年以下

学内専用スペースの
設置 設置が必要

間接経費等

直接経費の 25％
＋

戦略的産学連携経費
（直接経費の 15％以上）が必要

協働研究拠点

出光興産次世代材料
創成協働研究拠点

マルチモーダル細胞
解析協働研究拠点

富士通
次世代コンピューティング

基盤協働研究拠点

楽天モバイル次世代
エッジコンピューティング・

ネットワーク
協働研究拠点

2023年12 月 8 日時点で 20 拠点設立

aiwell AI
プロテオミクス
協働研究拠点

コマツ革新技術
共創研究所

TEPCO
廃炉フロンティア技術
創成協働研究拠点

東洋インキグループ
協働研究拠点

住友化学
次世代環境デバイス

協働研究拠点

東京応化工業
未来創造協働研究拠点

AGC マテリアル
協働研究拠点

LG Material &
 Life solution
協働研究拠点

JFE エンジニアリング 
カーボンニュートラル

協働研究拠点

三菱電機エネルギー &
カーボンマネジメント

協働研究拠点

EX-Fusion
liquid metal
協働研究拠点

デンソーモビリティ
協働研究拠点

アルバック先進技術
協働研究拠点

三菱マテリアル
サステナビリティ

革新協働研究拠点

micware
未来ナビゲーション

協働研究拠点

NSKトライボロジー
協働研究拠点

OI 機構が組織対組織の連携として
企画・運用している産学連携制度

企業のニーズに寄り添う産学連携

大嶋：現代社会ではビジネス環境が急速に変
化しています。企業の人たちは、その変化に対
応し、新たな取り組みを迫られているのです
が、具体策がわからないことが多々あります。
大学は社会の変化にあまり影響を受けない組
織なので、企業の抱える課題をうまく解決でき
る位置にいると思います。そこで、東京工業大
学のオープンイノベーション機構（OI 機構）で
はニーズオリエンテッド（ニーズ優 先）のアプ
ローチを採用しています。
飯田：東京医科歯科大学の取り組んでいる包
括連携制度は、まさにニーズオリエンテッドの
制度です。シーズ先行ではビジネスに持ちこむ
のはとても難しいですし、担当の研究者がいな
くなってしまうと終わってしまいがちです。
　ニーズドリブンの取り組みには大賛成です
が、企業のニーズだけでなく、社会のニーズも

資源のない日本において、経済を押し上げるためにはイノベーションの創出が不可欠です。その源として、大
学と企業が連携する産学連携に注目が集まっています。産学連携によってイノベーションを創出するために
どのようなことが必要なのか、東京工業大学と東京医科歯科大学の現場の指揮官が語り合いました。

究費や研究期間などを明示して、メニュー化し
ている制度です。
　協働研究拠点制度では学内に専用スペースの
設置をお願いしていますが、これは継続的な研
究活動ができるように企画機能を備えてもらい
たいからです。実験は大学側でできるので、企
業は装置などを設置する必要はありません。
飯田：共同研究では企業と大学の人たちが顔
を合わせる場が常にあることが重要です。その
ような場があることで、プロジェクトを進める
スピード感の共有や意識のすりあわせなどが
すぐにできます。しかし、企画機能だけで共同
研究をスピード感もって進められていますか。
大嶋：企画機能は最低限備えて欲しい要件で、
実際には企画だけという拠点は少ないです。
多くの拠点は研究機能も持ち、その場で共同研
究を進められる体制を整えています。
　この制度は、企業にとってはある意味でハー
ドルの高いものだと思いますが、共同研究をや
るからには、企業の方々にも腰を据え、中長期
的な視点で取り組んで欲しいという想いがあ
るからです。

しっかりと捉えることが大切です。企業と大
学が大きなビジョンを共有することで、社会
に貢献できるようになると思います。企業の
ニーズを少し膨らませて、どのような社会貢献
ができるかという視点まで持っていくのが大
学の役割ではないでしょうか。
大嶋：医科歯科大の先生は日々、患者に接して
いる人が多いので、社会課題へのアンテナの張
り方が違いますね。
飯田：企業のニーズを社会のニーズに引き上
げると、その旗の下にいろいろな人たちが集ま
りやすくなると感じています。

共同研究は中長期的な視点で

大嶋：東工大では、協働研究拠点制度を創設し
企業と連携しています。これは企業との共同
研究を持続的に取り組むために、企業の方が共
同研究のイメージを描きやすくなるように研

企業の反応から感じる手応え

飯田：これだけハードルを上げているのに、
20 ほどの拠点が立ち上がっているというの
は、驚異的ですね。
大嶋：そう言っていただけると嬉しいです。企
業の方々も手応えを感じているようで、最近では

「10 年経ったら止めないといけないのですか」と
いうご意見もいただくようになりました。
飯田：もっとやりたいということですね。確
かに、うまくいっているのであれば止めなくて
もいいですよね。
大嶋：さらに、20 拠点もできたことで、数の効
果も出てきました。それぞれの企業の拠点同
士のネットワークができはじめているのです。
これから拠点をつくる企業はそのネットワー
クにも入ることで、様々な企業との接点をつく
ることができるというメリットもあります。
飯田：医科歯科大でも、このようなプロジェク
トを増やしたいので、このノウハウを是非導入
したいと思います。社会で中立的な立場にあ
る大学が間に入ることで、企業同士がつながっ

イノベーションを生み出す産学連携のあり方

大嶋 洋一
東京工業大学　副学長（産学官連携担当）
オープンイノベーション機構 教授

飯田 香緒里
東京医科歯科大学　副理事

（産学官連携・オープンイノベーション担当）
統合イノベーション機構　教授

東工大の協働研究拠点（2023年12月現在）
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ていくことが肝だと思いますし、そこが魅力に
なっていますね。

企業誘致のツールを整備

大嶋：この協働研究拠点制度には、準備段階と
してプレ拠点事業があります。この事業は拠点
を設置する前に協働研究拠点の価値を十分に
理解していただけるようにするもので、様々な
支援活動を用意しています。これは、企業の研
究拠点を誘致する営業ツールとなっており、そ
の中には、学長によるトップセールスもありま
す。個別の研究に興味のある企業に対しては
共同研究を先に始めた上で、協働研究拠点設置
まで育てていくというアプローチもあります。

飯田：医科歯科大では、企業誘致の方法はこ
れほど整備されてないですね。現在、包括連
携制度で 13 の組織間連携プロジェクトを組
織していますが、学長や理事等によるトップ
セールスが起点になっているものも多いで
す。
　学長が企業と会う時や外部で講演をする際
に同席することがあるのですが、大学と企業
のトップ層の対話から高い視座で新たな共創
がうまれる場面に数多く触れています。その
た め、トップセールスはシステマテックに取り
組む必要があると感じています。既に東工大
でシステムが確立しているのであれば、東京

医科歯科大の強みをうまくかみ合わせること
によって、取り組める機会が増えるのではない
かと期待しています。
大嶋：その中でも、特に食の分野には大きな可
能性を感じますね。東工大でも食に貢献して
いる人がたくさんいます。食で新規の開発を
するとなると、健康は避けては通れないテーマ
です。そうなると、医療的な観点から助言を得
られるととても心強いです。
飯田：患者向けのものだけでなく、健常者向け
の食品などでも、医学系の研究者がチームに入
ることでデータやエビデンスも示せると思い
ます。
大嶋：今後、様々な分野の研究者が連携して、
科学大ブランドの機能性食品などを開発でき
たらいいですね。

大学こそ、よりオープンに

大嶋：これまで 5 年ほど協働研究拠点を運営
してきましたが、最近は拠点をつくるだけでは
不十分なのではないかと感じるようになりま
した。そこで、学外の組織とより密接に連携し
ていく「エコシステム構築事業」に取り組んで
います。
　この事業をはじめとして、大学中心のネット
ワークを構築することで、アイデアを具現化し
て社会実装が進むのではないかとイメージし、

「大学城下町構想」と名づけました。最近はハ
ブとなる大学同士がつながり、もっと大きなエ
コシステムをつくる「大学城下町 2.0 構想」へ
と発展しています。

科学大学でも是非踏襲していきたいと思いま
した。

医工連携で新たな強みを

大嶋：私たちが今やっていることは、様々な組
織を組み合わせて、それぞれの足りない部分を
うまく補っていくようなものです。そのあたり
をもっと積極的にやっていきたいですし、その
延長線上に求める解があるような気がします。
飯田：医科歯科大は医療というイメージが強
いと思いますが、企業との連携は医療に限るの
ではなく、人の健康を支えるヘルスケアまで幅
広く取り組んでいます。そうすることで、医薬
や医療機器のメーカーだけでなく、いろいろな
企業と連携できる可能性が生まれています。
企業が考える事業戦略と大学のビジョンを融
合させ、その実現に向けて産学共創の道筋を示
しながら進めていきます。
　これまで医療の視点で取り組んできたとこ
ろに東工大の幅広い視点が入ってくることで、
大学から提供できるものの幅が広がると思い
ます。そこは大学統合によって見込まれる新た
な効果で、今からとても楽しみにしています。
大嶋：ヘルスケアは医工連携が必要になる分
野ですね。東工大と医科歯科大の研究者が連
携して、新しいことにチャレンジしていけそう
ですね。

科学大ブランド品の開発も視野に

飯田：医工連携と聞くと、医療機器開発をイ
メージしがちですが、患者さんの UX（ユーザー
エクスペリエンス）向上という視点での医療現
場のインフラ整備から、衣食住をはじめとした
人々の健康を推進する新たな製品やサービス
等の開発にも貢献できると思います。単科大
学では困難であった課題にも東工大の強みと

飯田：これまでの大学は、産学連携担当、知財
担当、ベンチャー担当と、担当者がわかれてい
ましたが、それだとスピード感が出ずに、最適
解を見いだせないことがありました。役割分
担よりも、様々な人たちを最適な形につなぐプ
ロフェッショナルによる伴奏がとても大切だ
と思います。
大嶋：今、私たちは「We are Open!」を活動方針
として掲げて活動しています。オープンイノベー
ションで社会を活性化していきたいという想い
を、たくさんの人たちにわかりやすく伝えるため
に、オープンなスタンスでやっています。
飯田：企業の人たちは、私たちが思っている以
上に大学に敷居の高さを感じています。だか
らこそ、私たちはより積極的にオープンな気持
ちでいることが必要でしょう。私たちのよう
な産学連携部門の教職員だけでなく、個々の研
究者も、オープンマインドでコミュニケーショ
ンを取っていく必要があります。
　今回、あらためて東工大の取り組みが進歩的
であると感じました。大学統合がすごく楽し
みです。
大嶋：OI 機構で社会実装に向けて活動して
いると、現場感覚になりすぎる側面がありま
す。今回、飯田先生の視点はとても新鮮で、と
ても参考になりました。ありがとうございま
した。
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東工大と東京医科歯科大が統合したら 統合後に想定される財務構造

統合により、大学院生の
数が国立大学全国４位と
なります。
病院の医療系職員も増え
るため、職員数も国立大
学全国４位となります。

東工大は産学連携から生まれる「受託研究収益等」、東京医科歯科大は「附属病院収益」が収益の柱
となっていました。統合することで「受託研究収益等」によるさらなる収益を伸ばせる可能性があります。
また、附属病院収益が加わることで、統合後の財政規模は現在の東工大の２倍以上になることが想
定されます。

東工大は人件費の次に受託研究費の割合が多かった一方、東京医科歯科大は病院職員を含めた人件
費と診療経費の割合が高かったです。統合後も、人件費の割合が最も高いのは変わりませんが、診療
経費、受託研究経費の割合が高くなります。統合後も「人への投資」が最も重視されることは変わりなく、
教職員が一丸となって、教育・研究・診療のさらなる発展を目指していきます。

統合により、論文数や研
究資金の額がさらに増加
します。
今後の医工連携や研究
機器共用促進により、さ
らなる研究力の向上が
期待されます。

統合により産学連携収入
が増加します。
統合後は医療産業との
ネットワークが広がり、
産学連携もさらなる飛躍
が期待されます。

コロナ禍で留学生は減少
しましたが、統合後の大
学では外国人教員数、国
際共著論文や国際連携
の大学数の増加による強
みを活かし、さらなる国
際化を目指していきます。

※
２
０
２
３
年
５
月
１
日
現
在

２大学の経常収益（2022 年度実績）

世界大学ランキング
（英国の大学評価機関
「クアクアレリ・シモンズ社（QS）」
QS World Ranking2024）

２大学の経常費用（2022 年度実績）
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部局のビジョン

山田光太郎　理学院長 増原英彦　情報理工学院長

部局の収入構造
大学からの投資額 21.3 億円
うち人件費 18.4 億円
外部資金等の収入 16.0 億円

部局の収入構造
大学からの投資額 11.7 億円
うち人件費 9.8 億円
外部資金等の収入 11.3 億円

部局の収入構造
大学からの投資額 29.7 億円
うち人件費 25.6 億円
外部資金等の収入 62.7 億円

部局の収入構造
大学からの投資額 21.4 億円
うち人件費 18.2 億円
外部資金等の収入 30.8 億円

理学院　基礎科学・未来への投資

工学院　新たな産業を開拓し文明に貢献する

物質理工学院　材料と化学の力で未来社会を創造する

情報理工学院　情報化社会の未来を創造する

環境・社会理工学院　「持続可能な社会基盤」（SSI）の推進

　数学系・物理学系・化学系・地球惑星科学系からな
る基礎科学研究を中心とする部局です。入学試験、新入生
の基礎教育でも重要な役割を果たしています。専任教員
140名、学生 1,200名、職員 50 名のチーム理学院が「一
丸とならず」に多様な未来を探っています。系の名前から
内容はおよそ見当がつくでしょうが、そのめざすところは見

　情報理工学院は「情報」に関する高度な基礎理論か
ら最先端の技術までを対象に、教育研究を推進していま
す。今や「情報」は、多様な科学分野の研究推進から普
段の生活の充実度向上まで、欠かすことのできないキー
テクノロジーです。情報理工学院では、社会に貢献でき
る「情報」の発展を目指し、「情報」に関する真理の探究

　生命理工学院は「生命の未知なる世界へ挑む」をモッ
トーに、生命現象の仕組みを読み解き、社会に役立てる
道を切り拓くことにより、人類共通の知的基盤形成に貢
献します。
　教育においては、ライフサイエンスとテクノロジーを学
びます。学士課程では、理工系の基礎知識や生命理工

　環境・社会理工学院は、建築学系、土木・環境工学系、
融合理工学系に加えて、大学院課程に社会・人間科学
系、イノベーション科学系ならびに技術経営専門職学位
課程を設置し、文理共創型の学院として、私たちの社会
が直面する課題解決に取り組んでいます。
　"SSI-Sustainable Social Infrastructure" は、人生

　工学院は、機械系、システム制御系、電気電子系、情
報通信系、経営工学系の 5 つの系で構成され、本学に
おける最大かつ最も幅広い工学分野をカバーする部局
です。工学院は持続可能社会に貢献する新たな知見と
産業を創出するため、工学院産学連携室の下で国際的
な産官学共創を推進し、多様な人材と工学技術の新結

　物質理工学院は、「物質」を研究・教育の対象とする
学院です。新物質や新材料を創りだし、環境・資源・
エネルギー・健康医療などの課題を解決することで、私
たちの生活の質の向上、カーボンニュートラルなどの未
来社会の構築に貢献します。材料系では素材の最適
化を通して求める物性・機能を持つ材料を、応用化学

えにくいかもしれません。基礎科学の成果が人々の生活に
影響を与えるには、一般的に 20 年、30 年かかり、100 年
以上かかる事も稀ではありません。「単なる興味」から出発
した基礎研究の成果のいくつかが長期の熟成を経て人々
を豊かにしていますが、結実するテーマが何かはおそらく予
測不可能で、効率の良い投資には向きません。だからこそ
国立大学には、未来の国民や人類のために基礎科学研究
を維持する責任があります。広い分野をカバーする自然科
学研究の拠点が減少している我が国の情勢の下、理学院
は幅広く個性的な人材が集い、日夜切磋琢磨しつつ、知の
果樹を育てています。クールでホットでクレイジーな研究者
たちが拓く人類の知と未来にご期待ください。

と革新的な技術の開拓を進め、社会を取り巻く幅広い
課題を解決するための教育研究に携わります。データサ
イエンス、人工知能、サイバーセキュリティは特に重要な
対象で、サイバーセキュリティ研究教育センター及び社
会課題解決型データサイエンス・AI 研究推進体を設置
し、他学院や学外の研究者と連携しながら教育研究を
行っています。情報理工学院の教育に対する期待は、
進学希望者や産業界から年々高まっています。これに
応えるべく、入学定員の増加（2024 年度から学士課程
40名増、2028年度から修士・博士課程増員予定）な
ど様々な取り組みを行っていきます。

学分野の基礎的専門知識を修得し、関連した科学技術
の発展に資する課題解決力と倫理観を備えた人材を養
成します。修士及び博士課程では、生命理工学分野を
核とする幅広い卓越した専門知識を修得し、世界最高
レベルの研究をとおして、国際社会の中で高い倫理観を
備えたリーダーシップを発揮できる人材を養成します。
研究では、生命に関連する生物・化学・物理分野の真
理を探究する研究を実施するとともに、材料、機械、電
気・電子、情報などの分野と生命系分野を融合した次
世代の産業の芽を創出する研究、人類社会の持続的な
発展のための諸課題の解決を目指す研究などを推進し
ていきます。

100 年時代の安全・安心で一人ひとりの幸せを支える
次世代の社会インフラを構築しようとする本学の研究
戦略分野です。本学院は SSI の実現に向けて、4 分野

（図）でグローバルな社会課題の解決を目指します。企
業・産業と協働し、フロントランナーとして SSI 実現に
貢献するとともに、融合・文理共創研究を通じて、これ
までの学術の枠組
みを超えた「文化
としての科学」とそ
の楽しさを社会に
向けて発信します。

合を促進するオープン・イノベーション・プラットフォー
ムとしての役割を果たしていきます。さらに喫緊の課題
として、統合による新大学始動を見据え、医工連携によ
る医療工学の強化も進めています。学院長のリーダー
シップの下で、５つの系、産学連携室、工学院が牽引する

「超スマート社会卓越教育課程」と産官学連携プラット
フォーム「超スマート社会推
進コンソーシアム」などが相
互連携しながら、工学院の
教育と研究を刷新し、新た
なアイデアと新技術の社会
実装を支えています。

系では原料の特性を活かした化学反応やプロセスによ
り、物質を創り出します。共に扱う対象は、原子・電子
のミクロか らデバイス・プラントのマクロスケールに わ
たり、多くの産業に関わる幅広い研究が行われていま
す。さらに情報科学と融合させた革新的な物質開発
も積極的に進めています。
これら最先端の研究を通
して、将来の物質・材料
開発を主導できるグロー
バルな研究者・技術者を
育成します。

井上光太郎　工学院長

台湾の有力大学チームも参加する工学院主
催の学生アントレプレナーシップコンテスト
E×S Challenge 表彰式

物質理工学院の研究紹介ページ

関口秀俊　物質理工学院長

部局の収入構造
大学からの投資額 15.6 億円
うち人件費 13.1 億円
外部資金等の収入 18.2 億円

部局の収入構造
大学からの投資額 30.2 億円
うち人件費 15.7 億円
外部資金等の収入 13.2 億円

梶原将 生命理工学院長

生命理工学院　生命の未知なる世界に挑む

髙田潤一  環境 · 社会理工学院長
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東工大のガバナンス体制
　学長が学内の様々な活動を把握し、リーダーシップを発揮しやすくなるよう以下のようなガバナンス体制を敷き、関
係する組織が連携して未来に向けた活動を行っています。

※ 総括理事とは本学における provost

役員会

学長室

企画立案執行組織

学長選考・
監察会議

総括理事※・副学長
理事・副学長
（企画担当）

佐藤 勲

理事・副学長
（教育担当）
井村 順一

理事・副学長
（研究担当）

渡辺 治

学長
益 一哉

理事・副学長
（財務担当）
芝田 政之

理事・副学長
（ダイバーシティ

推進担当）
桑田 薫

理事・副学長
（法務労政担当）

川端 小織

理事・副学長
（事務総括担当）

湊屋 治夫

監事（常勤）
小倉 康嗣

監事（非常勤）
三矢 麻理子

経営協議会

人事委員会

学長アドバイザリーボード

Tokyo Tech
アドバイザリーボード

企画本部 教育本部 研究・産学連携本部 キャンパス
マネジメント本部

未来社会DESIGN機構

アドバンスメントオフィス

キャンパス革新オフィス

戦略統括会議
● 学長が議長を務め、大学全体の中長期的な戦略立案に加え、着実な実行に向けた指揮、統括を行う機能を持つ組織。構成員は、理事・副学長、

指名を受けた副学長、学院長、研究教育院長、研究院長、事務局部長となっており、教職協働で活発な議論を行っている。

事務局
オープン
ファシリティ
センター

リベラル
アーツ
研究教育院

科学技術
創成
研究院

国際先駆
研究機構

学院
理 /工 /物質 /
情報 /生命 /
環境 ･社会

副学長 15名 監査室 教育研究資金
適正管理室

コンプライアンス
・危機管理室 情報活用 IR室

教育研究評議会

附属科学技術
高等学校 附属図書館 共通教育

組織
共通支援
組織

先駆
研究組織

リベラルアーツ研究教育院　魅力ある人が集まり、魅力ある人を育てる

科学技術創成研究院　最高峰の基礎研究、応用研究、開発研究の推進

　リベラルアーツ研究教育院は 21 世紀社会の時代的
課題を把握し、その中での自らの役割を認識する「社会
性」、自らを深く探究する「人間性」、行動し、挑戦し、実現
する「創造性」を兼ね備え、より良き未来社会を築く「志」
のある人材を育成します。
　いかに自然と共存しつつ地球の恵みを手にできるか、

　東工大と連携した高大接続教育や東工大の教員による
高大連携教育により、理工系分野の新たな教育について
実践研究を進めています。国立大学附属唯一の科学技
術高等学校として、次代の科学技術を協働しながら築き
上げていける人材の育成を目指しています。
　本校では基礎となる高校普通科目に加えて充実した理

　科学技術創成研究院は、新たな研究領域の創出、異
分野融合研究の推進、人類社会の問題解決、将来の産
業基盤の育成、及び産学連携強化を使命として活動し
ています。規模の異なる研究所・研究センター・研究
ユニットにて、様々な分野で幅広く先導的な研究を行っ
ています。研究者の自由な発想と構成員の笑顔をコア

山崎太郎　リベラルアーツ研究教育院長

部局の収入構造
大学からの投資額 8.8 億円
うち人件費 7.3 億円
外部資金等の収入 1.6 億円

部局の収入構造
大学からの投資額 6.4 億円
うち人件費 5.3 億円
外部資金等の収入 0.2 億円

部局の収入構造
大学からの投資額 33.0 億円
うち人件費 22.6 億円
外部資金等の収入 75.1 億円

異なる言語や文化を背景とする人 と々どうしたら理解し
あえるか、モノや情報があふれた世界のその先にどのよ
うな未来がありうるか、そもそも人が幸せに生きるため
に何が必要か……自ら考え、人と意見を交わし、時には
古い書物を紐解いて、歴史の地層に堆積した人類の叡
智と教訓を掘り起こしながら、今日の世界に山積する問
題にしっかりと向き合ってほしい——そのような願いを
胸に、リベラルアーツ研究教育院は東工大生が深い教養
と豊かな人間性、コミュニケーション力を身につけられ
るよう、多彩な文系専門分野のスペシャリストの総力を
結集して、全学の教育に取り組んでまいります。

数科目の教育を実践します。また 2 年次からの理工系 5
分野（応用化学、情報システム、機械システム、電気電子、
建築デザイン）への進級以降の専門科目教育を通して、高
度な課題研究へとつなげることができる理工系人材の育
成を行っています。東工大の教員による授業・講演や、第
3 学年の課題研究成果発表会における東工大教員による
指導・講評により、次代の世界
を視野に入れた「科学技術系
の素養を持つグローバルテク
ニカルリーダー」の育成に取り
組んでいます。

バリューとして、組織の有機的な連携によって新たな知
を創造し社会に貢献してまいります。

部局のビジョン 東工大のガバナンス体制

中川茂樹  附属科学技術高等学校長

大竹尚登  科学技術創成研究院長

附属科学技術高等学校　科学的実践力とコミュニケーション力の醸成による新時代人材育成

「情熱・先端 Mission-E」にて総合優勝
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R4 R3 増減

資産 268,783 230,963 37,820
固定資産 236,531 207,668 28,863
　土地 138,959 138,959 -
　建物・構築物 46,388 45,786 601
　工具器具備品 12,818 8,666 4,152
　図書 6,926 6,954 △ 27
　特許権 104 113 △ 9
　投資有価証券 28,917 5,522 23,395
　長期性預金 1,554 712 842
　関係会社株式 35 52 △ 17
　その他 827 901 △ 74
流動資産 32,251 23,294 8,957
　現金・預金 23,187 18,715 4,472
　有価証券 6,000 3,250 2,749
　その他 3,064 1,329 1,734
合計 268,783 230,963 37,820

 
R4 R3 増減

費用 51,591 47,729 3,861
　教育研究関連経費 14,463 13,822 641
　　教育経費 4,472 3,904 568
　　研究経費 5,967 5,230 736
　　教育研究支援経費 4,023 4,687 △ 663
　受託研究費等 12,363 9,418 2,944
　　受託研究費 9,141 6,559 2,582
　　共同研究費 2,621 2,325 295
　　受託事業費 600 534 66
　人件費 21,515 21,920 △ 405
　一般管理費 2,698 2,461 236
　その他 551 106 444
　経常費用計 51,591 47,729 3,861
臨時損失 57 33 24
 合計 51,649 47,763 3,885

 
R4 R3 増減

負債 63,719 53,868 9,850
　資産見返負債 - 25,165 △ 25,165
　長期繰延補助金等 1,725 - 1,725
　長期借入金 5,218 3,964 1,254
　国立大学法人等債 30,000 - 30,000
　運営費交付金債務 862 - 862
　寄附金債務 9,526 9,583 △ 57
　前受受託研究費等 3,625 3,585 40
　長期預り金 4,829 4,660 169
　その他 7,931 6,910 1,021
純資産 205,064 177,094 27,969
資本金 179,444 179,444 -
資本剰余金 △ 11,082 △ 9,749 △ 1,333
利益剰余金 36,702 7,399 29,303
　前中期目標期間
　繰越積立金 5,989 322 5,667

　目的積立金 - 2,814 △ 2,814
　積立金 - 79 △ 79
　当期未処分利益 30,713 4,182 26,530
合計 268,783 230,963 37,820

 
R4 R3 増減

収益 58,534 50,443 8,090
　運営費交付金収益 21,846 21,960 △ 114
　学生納付金収益 7,347 6,469 877
　　授業料収益 6,254 5,340 913
　　入学金収益 904 944 △ 40
　　検定料収益 188 184 3
　受託研究等収益 15,516 11,976 3,539
　寄附金収益 8,947 1,051 7,896
　補助金収益 2,485 2,377 108
　施設費収益 116 163 △ 47
　その他 2,275 2,467 △ 192
　資産見返負債戻入 - 3,977 △ 3,977
　経常収益計 58,534 50,443 8,090
臨時利益 22,967 1,349 21,617
目的積立金取崩額 861 153 707
合計 82,362 51,946 30,416
当期総利益 30,713 4,182 26,530

固定資産の推移

経常費用の推移

経常収益の推移

令和 4 年度財務諸表 令和 4 年度財務諸表
前年度からの増減を示した令和 4 年度の貸借対照表と、その内訳を円グラフで記載しています。 前年度からの増減を示した令和4年度の損益計算書と、平成16年度（法人化当初）と比較した令和4年度損益計算書の内訳を円グラフを使っ

て表しています。

直近 6 か年における、本学が保有する有形固定資産の推移をグラフ化しています。

H16 年度（法人化当初）と比較して、経常費用に占める研究経費、人件費等の割合が減少し、受託研究費等の割合が増加しています。

　H16 年度（法人化当初）と比較して、経常収益に占める運営費交付金収益の割合が減少し、受託研究等収益の割合が増加しています。

有形固定資産現在価値の推移（土地を除く） 有形固定資産（土地を除く）の増減の状況

（単位：百万円） （単位：百万円）（単位：百万円） （単位：百万円）

※記載金額は単位未満を切り捨てて表示しています。

貸借対照表 損益計算書

R4
資産合計

268,783百万円

土地 52%

建物等 17%

備品等 5%
図書 2%

投資有価証券 11%

その他 4%現金・預金 9%

H16
経常費用

36,242百万円

教育経費 6%

研究経費 18%

人件費 55%

その他 0%
一般管理費 6%

教育研究支援経費 6%

受託研究費等 9%

R4
経常費用

51,591百万円

教育経費 9%

研究経費 11%

人件費 42%

その他 1%
一般管理費 5%

教育研究支援経費 8%

受託研究費等 24%

H16
経常収益

37,037百万円
学生納付金収益 16%

受託研究等収益 10%

その他 11%

寄附金収益 3%
施設費収益 0%

運営費交付金収益 60%

R4
経常収益

58,534百万円

学生納付金収益 13%
受託研究等収益 27%

その他 4%

寄附金収益 15%

施設費収益 0%
補助金収益 4%

運営費交付金収益 37%

R4
負債合計

63,719百万円

　資産見返負債 47%

寄附金債務 15%

長期借入金 8%

運営費交付金債務 1%

国立大学法人等債 47%

その他 12%
長期預り金 8%

　前受受託研究費等 6%

長期繰延補助金等 3%

R4
負債合計

63,719百万円

　資産見返負債 47%

寄附金債務 15%

長期借入金 8%

運営費交付金債務 1%

国立大学法人等債 47%

その他 12%

長期預り金 8%

　前受受託研究費等 6%

長期繰延補助金等 3%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

有形固定資産現在価値額

100,986

94,444

67,322

68,182

108,022

63,475

114,081

60,376

120,378

61,904

127,396 128,934

61,923 66,640

（百万円）

H29

H28

H30 R1 R2 R3 R4

　前受共同研究費 2%

償却・減損累計額

0

4,000

8,000

12,000

16,000

資産の取得

10,146
9,285 9,885

6,038

9,296

6,196

12,008

9,965
10,480

9,947

15,043

10,325

（百万円）

　前受共同研究費 2%

資産の減価償却等
H29 H30 R1 R2 R3 R4

近年は寄附金・長期借入金・補助金など多様な財源
確保により増加傾向

国立大学法人会計基準改訂等に伴って計上される現金の裏付けがない利益 280 億円が含まれています。
これを差し引いた 26 億円が経営努力等により生じた利益です。

※記載金額は単位未満を切り捨てて表示しています。

財務情報 WEB サイト
https://www.titech.ac.jp/0/about/

disclosure/finance

45 46

財務ハイライト

https://www.titech.ac.jp/0/about/disclosure/finance
https://www.titech.ac.jp/0/about/disclosure/finance


48.0

50.0

52.0

H28

大学分

51.5%

建物・キャンパス整備維持費　7％

光熱水料　22％

R4事業年度の大学事業費と
間接的なコスト

大学事業費
（直接経費）

間接的な
コスト

212億円

99億円

49.0%

50.8% 50.7%

（%）

H29 H30 R1

　前受共同研究費 2%

基金分 10年国債平均利回り

電子ジャーナル経費　7％

大型計算機整備維持費　1％

※直接経費（外部資金）で購入した
　資産の減価償却費は除く

管理事務経費等
34％

減価償却費
26％

ネットワーク整備維持費　2％

実験廃液処理施設整備維持費　1％間接的コストの内訳

財務ハイライト

外部資金受入状況 その他収入について

大学全体の財源別収入額の推移

大学運営の間接的なコストについて

　国立大学では、安定した教育研究活動・大学運営を行うため、外
部資金の獲得をはじめとする多様な財源の資金受入の推進が非常
に重要となっています。
　令和4年度は、主に受託研究収入や共同研究収入などの増加によ
り、外部資金全体として前年度比19億円増の237億円を獲得する
など、教育研究経費の確保に努めています。

　平成16年度（法人化当初）と直近 6 か年の、本学の財源別
の収入を決算報告書※をベースに、科研費も含めてグラフ化
しています。これにより、受託研究をはじめとした外部資金

（産学連携等研究収入及び寄附金収入等）の受入が増えてき
ていることがわかります。
※ 決算報告書とは、現金主義で策定した予算計画に対する執行状況を表したも

ので、現金主義における予算・決算額を説明するものとして位置付けられて
います（前年度からの繰越分を含みます）。

　民間企業との共同研究など、大学
が事業を行うにあたって、間接的な
コストがかかりますので、そのコス
トをご負担いただくため、本学では
間接経費や戦略的産学連携経費な
どを請求させていただいております。
　右のグラフは、間接的なコストの
大学事業費（直接経費）に対する割
合とその内訳を示しています。　

共同研究収入の推移

運用益収入の推移

収入決算額の推移（H16, H29 ～ R3）

寄附金収入の推移

補助金等収入の推移

受託事業等収入の推移

その他自己収入の推移受託研究収入の推移

科学研究費補助金等収入の推移

間接経費収入の推移

収入構造

0

1,000

2,000

3,000

4,000

直接経費

2,071

2,852
3,171

2,942
3,386

4,014

462

1,609

589

2,263

742

2,429

683
724

908

2,259 2,662 3,106

（百万円）

H29 H30 R1 R2 R3 R4

　前受共同研究費 2%

間接経費

補助金等 科学研究費補助金 奨学寄附金
受託事業 共同研究 受託研究

0

50

100

150

運用益

0.050%

-0.045%

0.058% 0.093%

-0.098%

0.037%

52 46
45

47

100 97 103
95

48

112

142
（百万円）

（％）

　前受共同研究費 2%

基金分

10年国債平均利回り

補助金等 科学研究費補助金 奨学寄附金
受託事業 共同研究 受託研究

H29 H30 R1 R2 R3 R4

0

200

400

600

800

直接経費

370

683

473
535

29

42

51
66

341 641 422 469

737
93

644

636
87

549

（百万円）

　前受共同研究費 2%

間接経費

補助金等 科学研究費補助金 奨学寄附金
受託事業 共同研究 受託研究

H29 H30 R1 R2 R3 R4

0

100

200

300

400

500

600

700

特許料収入

284
324

381

222

419

45
103

345

662

333

85 56

（百万円）

（％）

　前受共同研究費 2%

財産貸付料収入

補助金等 科学研究費補助金 奨学寄附金
受託事業 共同研究 受託研究

H29 H30 R1 R2 R3 R4
0

3,000

6,000

9,000

12,000

直接経費

7,034
7,962 7,773 7,336

8,919

1,249
1,286 1,295 1,215

1,548

5,785 6,676 6,478 6,121 7,371

（百万円）

　前受共同研究費 2%

間接経費

補助金等 科学研究費補助金 奨学寄附金
受託事業 共同研究 受託研究

H29 H30 R1 R2 R3

10,906

1,830

9,076

R4

0

500

1,000

1,500

直接経費

1,262

1,447 1,502

1,194
1,113 1,117

（百万円）

　前受共同研究費 2%

間接経費

補助金等 科学研究費補助金 奨学寄附金
受託事業 共同研究 受託研究

H29 H30 R1 R2 R3 R4
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

直接経費

4,633 4,591 4,641
4,170

4,521

995 1,049 1,027

974
995

3,638 3,542 3,614 3,196 3,526

（百万円）

　前受共同研究費 2%

間接経費

補助金等 科学研究費補助金 奨学寄附金
受託事業 共同研究 受託研究

H29 H30 R1 R2 R3

4,970

1,046

3,924

R4

0

1,000

2,000

3,000

4,000

直接経費

3,035

2,359 2,493

3,612
3,151

36

123 172

241

2,999 2,236 2,321 3,371

200

2,951

2,095
178

1,917

（百万円）

　前受共同研究費 2%

間接経費

補助金等 科学研究費補助金 奨学寄附金
受託事業 共同研究 受託研究

H29 H30 R1 R2 R3 R4
0

1,000

2,000

3,000

4,000

補助金等

2,830
3,147

3,389 3,236

1,249
1,286 1,295 1,215

462
589 742 683

59 58 102 5729 42 51 66

995 1,049 1,027 974

36 123 172 241

3,606

1,548

724

46
93

995

200

（百万円）

　前受共同研究費 2%

科学研究費補助金 寄附金
受託事業 共同研究 受託研究

H29 H30 R1 R2 R3

4,092

1,830

908

43
87

1,046

178
R4

＜運営費交付金＞　
　国立大学の運営に係る経費として、国から運営費交付金が
交付されています。法人化当時に比べ減少しているため、大
学は多様な財源による財務基盤の強化が求められています。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H28H16

補助金等

36

2,549
2,830

3,147
3,389 3,236

1,037

365

1,040 1,249
1,286 1,295 1,215

462
589 742 683

45 59 58 102 5726 29 42 51 66

995 1,049 1,027 974

36 123 172 241

（百万円）

H29 H30

H16 H29 H30 R1 R2 R3 R4

　前受共同研究費 2%

科学研究費補助金 奨学寄附金
受託事業 共同研究 受託研究

0

15000

30000

45000

60000

運営費交付金
授業料、入学料及び検定料収入
補助金等収入
産学連携等研究収入及び寄附金収入等

科研費等直接経費
雑収入
施設整備費補助金
施設整備資金貸付金償還時補助金

施設費交付事業費
長期借入金収入
目的積立金取崩

0

30,000

60,000

90,000

24,048

5,064
5,335
6,012

49,190
51,945 52,143 54,573

3,638 3,542 3,614 3,196

12,539 15,353 15,537 14,593

3,051 2,361 2,549 3,683
5,649 5,771 5,981 6,197

22,552 22,623 22,734 23,109

59,820

90,597

3,526
2,894

17,050

3,241
6,547

23,769 22,709

6,729
2,105

20,402

3,924

31,254

43,345

（百万円）

R4年度間接的なコストの内訳

間接的なコストの大学事業費（直接経費）に対する割合

46.8％
（間接的コスト / 大学事業費＝）

大学債発行により調達した
資金 300 億円を含みます

47 48



R4 R3
運営費交付金収益 21,846 22,998
入学料収益 904 944
検定料収益 188 184
授業料収益 6,254 6,075
補助金等収益 2,080 3,239
施設費収益 116 163
国の退職給付・賞与繰入
措置予定収益 △ 137 △ 160

教育経費 △ 4,472 △ 3,904
研究経費 △ 5,967 △ 5,230
教育研究支援経費 △ 4,023 △ 4,687
人件費 △ 21,377 △ 21,758
一般管理費 △ 2,698 △ 2,461

経常活動損益 △ 7,287 △ 4,597
受託研究収益 11,197 8,219
共同研究収益 3,614 3,133
受託事業等収益 703 623
科研費等（直接経費）収益 3,924 3,525
科研費等（間接経費）収益 1,045 994
寄附金収益 8,785 2,397
寄附金基金取崩額 57 ---
科研費等費用 △ 3,924 △ 3,525
受託研究費 △ 9,141 △ 6,559
共同研究費 △ 2,621 △ 2,325
受託事業費 △ 600 △ 534

外部資金活動損益 13,041 5,948
財務収益（受取利息等） 153 232
施設貸付料等収入 1,172 1,289
財務費用 △ 366 △ 30
雑損（固定資産譲渡損等） △ 184 △ 76

財務等活動損益 774 1,415
経常損益 6,528 2,766
臨時利益 108 11
臨時損失 △ 57 △ 33

臨時損益 50 △ 22
設備積立金繰入額 △ 202 △ 3,715
施設・設備基金繰入額 --- △ 92
設備積立金取崩額 0 3,983

当期総利益（当期総損失） 6,377 2,921
損益外減価償却費等 △ 2,555 △ 2,902
( 調整後 ) 当期総利益

（当期総損失） 3,822 18

経
常
活
動

外
部
資
金
活
動

財
務
等
活
動

臨
時
損
益

損
益
調
整

資産の部

土地 138,959

建物・構築物 46,388

工具器具備品 12,818

図書 6,926

国の退職給付・
賞与措置予定額 13,602

　特許権 104

　投資有価証券 28,917

　現金及び預金 23,187

　有価証券 6,000

　その他 5,481

資産合計 282,385

負債の部

退職給付引当金 12,476

賞与引当金 1,125

長期借入金 5,218

国立大学法人等債 30,000

前受運営費交付金 862

前受受託研究費等 3,625

長期預り金 4,829

その他 7,860

負債合計 65,998 

純資産の部

資本金 179,444

資本剰余金 56,200

設備積立金 1,725

施設・設備基金 ---

寄附金基金 9,526

繰越欠損金 △ 30,509
利益剰余金
( 繰越欠損金） △ 34,331

　前期繰越欠損金
　（損益外減価償却） 3,822

　当期未処分利益 216,387

純資産合計 282,385

負債純資産合計 244,720

財務ハイライト

東京工業大学つばめ債の発行

セグメント情報

企業の財務報告に近づけた貸借対照表 企業の財務報告に近づけた損益計算書

　本学は、世界最高峰の理工系総合大学の実現のための戦略の一つで
あるキャンパス・イノベーションエコシステム構想に係る資金調達
に向け、本学初となるサステナビリティボンド・フレームワークを策
定し、「東京工業大学つばめ債」を発行しました。
　本構想の実現により、「世界を先導する価値の創造」、開学以来の変
わらない理念である「新産業の創出」を推進し、新たな知とイノベー
ションで未来社会に貢献していきます。

　わかりにくいと批判のある国立大学法人特有の会計処理を取り除き、企業会計に近づけるため、国立大学特有の「負債」を取り止め、損益計
算書上に表れない「費用」を足し込むことで、財務内容をより一層適切に見える化するための、民間ベースの財務諸表を試算しました。

　各セグメント（8学院）の費用、収益を算出しグラフ化しています。

大学債の発行・セグメント情報　　　　 民間ベースの本学の財務諸表
財務諸表の見える化の取組

0 25 50 75 100020406080100

■運営費交付金収益
■学生納付金収益
■寄付金収益　
■補助金等収益
■その他収益
■受託研究等収益

■人件費
■教育経費
■研究経費
■教育研究支援経費
■一般管理費
■その他費用
■受託研究費等

（億円）　（億円）　

36億円

104億円

7億円

53億円

33億円

96億円

29億円

80億円

41億円

18億円

26億円

28億円

9億円

84億円

理学院

工学院

物質理工学院

情報理工学院

生命理工学院

環境・社会理工学院

リベラルアーツ研究教育院

科学技術創成研究院

【業務費用】 【業務収益】

87億円

23億円

　貸借対照表を企業の財務報告に近づけたところ、前期繰越欠
損金が343億円見えてきました。
　これは、国からの出資や補助金交付等により整備した施設の
老朽化等により、資産価値が減少しているために生じているも
のです。将来的に更新の財源を確保する必要があります。

　収益・費用を、経常活動、外部資金活動、財務等活動に区
分することにより、大学の教育研究活動に必要な費用を、国
から措置された財源だけでなく、外部資金活動や財務等活動
という自助努力により確保した財源で賄っている姿が明確に
なりました。

（単位：百万円） （単位：百万円）

※記載金額は単位未満を切り捨てて表示しています。

※記載金額は単位未満を切り捨てて表示しています。

　損益計算書を企業の財務報告に近づけたところ、307億円
あった当期総利益（P46 参照）が 38 億円に減りました。
これは、会計基準改訂に伴って発生した国立大学特有の臨時
利益 229 億円を控除したほか、国からの出資や補助金交付
等により整備した施設の老朽化等により令和４年度に資産価
値が減少した分などが影響しています。

※環境・社会理工学院の寄附金収益は、大型設備の無償取得による収益 60 億円を含む。
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項目 概要

債券の名称
第 1 回国立大学法人東京工業大学債券
サステナビリティボンド
愛称：東京工業大学 つばめ債

年限 40 年
発行額 300 億円
各債券の金額 1,000 万円
利率／発行価格 年 1.800％／ 100 円
条件決定日 令和 4 年 12 月 9 日
払込日／発行日 令和 4 年 12 月 16 日
償還日 令和 44 年 3 月 17 日

利払日 毎年 6 月及び 12 月の各 20 日
（初回利払日：令和 5 年 6 月 20 日）

格付 AA+（R&I）
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